
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月27日

【事業年度】 第143期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社荏原製作所

【英訳名】 EBARA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　矢　後　夏　之　助

【本店の所在の場所】 東京都大田区羽田旭町11番１号

【電話番号】 東京03(3743)6111

【事務連絡者氏名】 管理室長　　津  村  修  介

【最寄りの連絡場所】 東京都大田区羽田旭町11番１号

【電話番号】 東京03(3743)6111

【事務連絡者氏名】 管理室長　　津  村  修  介

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

証券会員制法人札幌証券取引所

（札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１）

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

  1/117



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 507,767 478,397 514,957 538,097 567,190

経常利益 （百万円） 7,746 4,937 7,731 10,414 2,757

当期純利益

又は当期純損失（△）
（百万円） 2,586 △19,648 3,349 5,446 7,608

純資産額 （百万円） 112,578 102,951 153,695 154,969 155,263

総資産額 （百万円） 576,412 558,264 592,631 625,032 607,006

１株当たり純資産額 （円） 376.67 307.76 363.68 357.97 358.01

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 8.34 △64.43 9.11 12.89 18.01

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 8.05 ― 8.89 12.31 16.34

自己資本比率 （％） 19.5 18.4 25.9 24.2 24.9

自己資本利益率 （％） 2.3 ― 2.6 3.6 5.0

株価収益率 （倍） 72.3 ― 81.2 43.4 16.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 22,011 △10,120 △9,772 9,543 △6,316

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,557 2,482 △4,099 △10,549 31,770

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △21,126 11,248 21,760 17,166 △21,807

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 35,268 38,960 47,510 66,086 69,160

従業員数 （名） 15,207 14,965 15,609 15,609 16,074

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていません。

２　第140期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、株価収益率、自己資本利益率については、当期純損失が

計上されているため、記載していません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しています。

４　第142期から、純資産の算定にあたっては「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しています。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 295,881 270,718 268,366 251,520 246,704

経常利益

又は経常損失（△）
（百万円） 3,825 1,237 5,731 6,128 △3,218

当期純利益

又は当期純損失（△）
（百万円） 3,420 △18,069 3,015 3,525 △1,988

資本金 （百万円） 33,788 41,230 61,283 61,284 61,284

発行済株式総数 （千株） 298,999 334,562 422,724 422,725 422,725

純資産額 （百万円） 114,228 106,555 154,230 147,874 138,905

総資産額 （百万円） 481,674 461,964 461,563 457,610 435,254

１株当たり純資産額 （円） 382.51 318.53 364.94 349.97 328.8

１株当たり配当額

（内１株当たり

中間配当額）

（円）

（円）

7.50

(0.00)

7.50

(0.00)

7.50

(0.00)

7.50

(0.00)

7.50

(0.00)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 11.45 △59.25 8.20 8.34 △4.71

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 10.95 ― 8.02 8.07 ―

自己資本比率 （％） 23.7 23.1 33.4 32.3 31.9

自己資本利益率 （％） 3.1 ― 2.3 2.3 ―

株価収益率 （倍） 52.7 ― 90.2 67.0 ―

配当性向 （％） 65.5 ― 91.5 89.9 ―

従業員数 （名） 3,914 3,913 3,588 2,586 2,649

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていません。

２　第140期及び第143期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、株価収益率、自己資本利益率、配当性向に

ついては、当期純損失が計上されているため、記載していません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しています。

４　第142期から、純資産の算定にあたっては「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しています。
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２【沿革】

年月 沿革

大正元年11月 東京帝国大学井口在屋博士を主幹、畠山一清が所長となり、ゐのくち式機械事務所を創立［創業］。

大正９年５月 会社設立とともに工場を東京府荏原郡品川町南品川に設け、ゐのくち式機械事務所の事業を継承し、

渦巻ポンプ等の製造を開始。

荏原製作所の名称は当時の地名(東京府荏原郡)に由来する。

昭和13年４月 東京市蒲田区羽田に新工場を建設し、品川より本社及び工場を移転。

昭和16年12月 工作機械製造事業法による工作機械製造を目的として川崎市西加瀬に川崎工場を新設。

昭和20年４月 戦災により羽田工場は、ポンプ試験場、製缶工場及び本館を除き使用不能と化したため、この生産一

切を川崎工場へ移管。

昭和30年１月 生産の主力を羽田工場に復帰。

昭和31年１月 水処理装置の製造及び販売を目的として、荏原インフィルコ株式会社を設立。

昭和39年４月 戦後初めての海外事務所をバンコックに開設。

昭和39年６月 製品のアフターサービス事業を目的として、荏原サービス株式会社を設立。

昭和40年４月 藤沢工場新設。わが国で初めて標準ポンプ量産体制を確立。また冷凍機生産を羽田工場より移管。

昭和41年12月 会社の目的に「電気機械器具の製造販売」を追加。

昭和46年７月 藤沢工場用地内に中央研究所を新設。

昭和49年12月 会社の目的に「環境装置の製造販売」を追加。

昭和50年１月 ブラジルに戦後初の海外生産拠点、Ebara Industrias Mecanicas e Comercio Ltda.を設立。

昭和50年11月 袖ヶ浦工場を新設し、主としてコンプレッサ及びタービンの製造を開始。

昭和54年12月 東南アジアにおける汎用ポンプの生産拠点として、P.T. Ebara Indonesia(インドネシア)を設立。

昭和56年１月 北米のポンプ事業拠点として、Ebara International Corp.(アメリカ)を設立。

昭和58年７月 会社の目的に「不動産の売買、賃貸借及びスポーツ・観光施設の経営並びに管理」を追加。

昭和59年７月 中央研究所を継承・発展させた株式会社荏原総合研究所を設立。

昭和61年１月 川崎工場を藤沢工場に統合し、生産体制の再編成を実施。

昭和62年７月 藤沢工場内に精密機械工場を建設し、半導体産業向け真空機器の生産を開始。

平成元年１月 ステンレスプレス製汎用ポンプの生産拠点として、Ebara Italia S.p.A.(現　Ebara Pumps 

Europe S.p.A., イタリア)を設立。

平成元年２月 藤沢工場内に第二精密機械工場を建設し、半導体産業向け真空機器の生産を増強。

平成２年４月 環境エンジニアリング事業の強化のため、環境事業本部を新設。

平成４年８月 各種ボイラの生産拠点として、青島荏原環境設備有限公司(中国)を設立。

平成６年10月 荏原インフィルコ株式会社と合併。

平成８年６月 機械事業本部、エンジニアリング事業本部、精密・電子事業本部、情報・通信事業本部、管理本部の、

５本部制を実施。

平成９年７月 中国本部を新設し、６本部制を実施するとともに、全社の制御部門を情報・通信事業本部に集約し、

情報・通信・制御事業本部に変更。

平成10年８月 藤沢工場内に第三精密機械工場を建設し、半導体産業向け装置の生産を増強。

平成12年４月 汎用風水力機械の営業部門を分離の上、荏原サービス株式会社に統合し、荏原テクノサーブ株式会社

として営業開始。

平成12年４月 米国の気体機械大手　New Elliott Corp. を完全子会社化。

平成13年４月 エンジニアリング事業部門の海外事業基盤強化のため、当社及び他３社合弁による、株式会社エンバ

イロメンタルエンジニアリングを設立。

平成13年６月 CMP装置等の生産を目的として熊本県に設立した株式会社荏原九州が操業を開始。

平成14年４月 管理本部、情報・通信本部、営業本部、環境エンジニアリング事業本部、風水力事業本部、冷熱事業本

部、新エネルギー事業本部、精密・電子事業本部の８本部制を実施。

気体機械部門を分社化、株式会社荏原エリオットを設立。
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年月 沿革

平成14年６月 執行役員制度を導入。

平成14年９月 冷熱事業部門を分社化、荏原冷熱システム株式会社を設立。

平成15年５月 APIポンプの生産及び販売の中国における拠点として、合弁会社、Ebara Great Pumps Co., Ltd.(中国)を

設立。

平成17年４月 カンパニー制を導入。本社機能を担うコーポレート、3コア・カンパニー(風水力機械、環境事業、精密

・電子事業)、1戦略カンパニー(新エネルギー)の体制を実施。

平成17年８月 大型・高圧ポンプの生産及び販売の中国における拠点として、Ebara Boshan Pumps Co., Ltd.(中国)を

設立。

平成17年９月 水中ポンプ・モータ事業部門の新会社 荏原機電株式会社を設立。

平成18年５月 中国における汎用ポンプの製造・販売・サービスを行う事業会社として、荏原機械（中国）有限公

司が発足。

平成18年６月 国内ポンプ事業基盤拡充のため、荏原ハイドロテック株式会社が株式会社由倉を合併し、株式会社荏

原由倉ハイドロテックが発足。

平成18年６月 上下水道事業部門を分社化、荏原環境エンジニアリング株式会社が事業を継承。

平成19年４月 戦略カンパニーである新エネルギーカンパニーを、コーポレート及び他カンパニーへと分割統合し、

３コアカンパニー（風水力機械、環境事業、精密・電子事業）体制に移行。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社108社（うち連結子会社55社）及び関連会社16社より構成されており、当社を中心とし

て風水力事業、エンジニアリング事業、精密・電子事業、その他の事業の各分野にわたり製造、販売、工事、保守、サービ

ス等を行っています。

　当連結会計年度より従来「エンジニアリング事業」に区分していた製品「エネルギー供給」及び「原子力関連装

置」について、グループ全体最適化の観点から事業と組織の再構築を行い「風水力事業」に含めることとしました。

詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 注記事項(セグメント情報)」に記載のと

おりです。

　主な事業内容と当社及び主要な連結子会社の機能及び分担は次のとおりです。

　 主な事業内容 機能・分担 当社及び主要な連結子会社

風水力事業 ポンプ、送風機、圧縮機、ター

ビン及び冷熱機械等の製造、

販売及び保守、風水力プラン

トのエンジニアリング、工事、

運転及び保守、原子力関連装

置及びエネルギー供給

製造及び販売 当社

㈱荏原電産

㈱荏原シンワ

荏原ハマダ送風機㈱

㈱荏原由倉ハイドロテック

㈱荏原エリオット

荏原冷熱システム㈱

荏原機電㈱

Elliott Company

Ebara International Corp.

Ebara Pumps Europe S.p.A.

エンジニアリング、工事、運

転及び保守

当社

㈱荏原由倉ハイドロテック

販売及び保守 荏原テクノサーブ㈱

荏原バイロン・ジャクソン㈱

エネルギー供給 当社

エコ・パワー㈱

材料供給等 ㈱荏原金属

エンジニアリング

事業

環境改善装置、都市ごみ焼却

プラント、上下水施設、各種プ

ラント並びに装置のエンジニ

アリング、工事、運転並びに保

守及び工業薬品の製造・販売

エンジニアリング及び工事 当社

荏原エンジニアリングサービス㈱

荏原環境エンジニアリング㈱

青島荏原環境設備有限公司

運転及び保守 荏原エンジニアリングサービス㈱

薬品製造及び販売 荏原エンジニアリングサービス㈱

精密・電子事業 真空ポンプ及び半導体産業用

各種機器・装置の製造、販売

及び保守

製造及び販売 当社

販売及び保守 ㈱荏原フィールドテック

Ebara Technologies Inc.

その他の事業 上記以外の事業 研究開発 ㈱荏原総合研究所

  不動産管理等 ㈱荏原エージェンシー

　（注）　「その他の事業」はセグメント情報の項では重要性に乏しいため、エンジニアリング事業に含めて報告していま

す。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社） 　  　  　

㈱荏原総合研究所 神奈川県藤沢市 300 その他の事業 100.0

・当社が建物を貸与・賃貸

・当社が研究を委託

・当社が資金を借入

㈱荏原電産 東京都大田区 450 風水力事業 100.0

・役員１名兼任

・当社が電気機械器具を購入

・当社が工場・建物を賃貸

荏原テクノサーブ㈱

注２

注５

東京都大田区 450 風水力事業 100.0

・役員１名兼任

・当社汎用機器の販売及びアフターサービス

を担当

・当社が建物を賃貸

㈱荏原金属 千葉県袖ヶ浦市 200 風水力事業 100.0

・当社が鋳鉄、高合金鋳鉄及びステンレス鋳

鋼品を購入

・当社が工場を賃貸

㈱荏原シンワ 東京都大田区 450 風水力事業 93.7

・当社が冷却塔を購入

・当社が土地・建物を賃貸

・当社が資金を貸与

荏原エンジニアリング

サービス㈱

注６

東京都港区 650
エンジニアリング

事業
100.0

・役員３名兼任

・当社製品のアフターサービスを担当

・当社が工場・建物を賃貸

・当社が資金を借入

荏原ハマダ送風機㈱

注３
三重県鈴鹿市 445 風水力事業 97.5

・当社が送風機及び関連機器を購入

・当社が建物を賃貸

・当社が債務を保証

㈱荏原由倉ハイドロテッ

ク
東京都中央区 472 風水力事業 100.0

・当社がポンプ半製品を販売

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を貸与

荏原工業洗浄㈱
神奈川県川崎市

川崎区
300

エンジニアリング

事業
100.0

・当社が環境関連施設のメンテナンスを委託

・当社が資金を貸付

アクアエンジニアリング

㈱
東京都港区 10

エンジニアリング

事業
100.0

・当社が環境関連装置の設計、エンジニアリ

ングを委託

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を借入

㈱荏原エージェンシー 東京都大田区 80 その他の事業 100.0

・役員１名兼任

・当社の不動産売買業務・BSC業務を委託

・当社が建物を貸与・賃貸

・当社が建物を賃借

・当社が債務を保証

・当社が資金を借入

㈱荏原湘南スポーツセン

ター
東京都大田区 80 その他の事業 96.3

・役員１名兼任

・当社が施設を賃貸

・当社が資金を貸与

・当社がテニスクラブ法人会員として加入

㈱荏原環境テクノ北海道 北海道室蘭市 50 風水力事業 100.0 ・当社の機器の設計

㈱荏原フィールドテック 東京都大田区 100 精密・電子事業
100.0

(49.0)

・役員１名兼任

・当社の半導体製造装置等のアフターサービ

ス及び据付・試運転

・当社が建物を賃貸

アクアケミカル㈱ 東京都大田区 10
エンジニアリング

事業

100.0

(100.0)
 

荏原マイスター㈱ 東京都大田区 50 その他の事業 100.0

・役員１名兼任

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を借入

荏原バラード㈱ 東京都大田区 480
エンジニアリング

事業
51.0

・役員１名兼任

・当社が燃料電池を賃借

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を貸与
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

エコ・パワー㈱ 東京都港区 2,240 風水力事業 65.2

・役員１名兼任

・当社が風力発電設備を販売、据付

・当社が債務を保証

・当社が資金を貸与

荏原バイロン・ジャクソ

ン㈱
東京都大田区 75 風水力事業 60.0 ・当社のポンプ部品を販売

㈱荏原九州 熊本県玉名郡 450 精密・電子事業 100.0
・当社が工場・建物を賃貸

・当社が資金を貸与

㈱荏原環境インターナ

ショナル
東京都港区 1,000

エンジニアリング

事業
100.0 ・当社が資金を貸与

㈱荏原エリオット 千葉県袖ヶ浦市 450 風水力事業
100.0

(100.0)

・役員１名兼任

・当社がコンプレッサ・タービン等を購入

・当社が工場・建物を賃貸

・当社が債務を保証

荏原冷熱システム㈱ 東京都大田区 450 風水力事業 100.0
・当社が工場・建物を賃貸

・当社が資金を貸与

㈱日設 東京都港区 100
エンジニアリング

事業
72.5

・役員１名兼任

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を借入

荏原機電㈱ 東京都大田区 480 風水力事業
100.0

(40.2)

・当社が工場・建物を賃貸

・当社が資金を貸与

・当社が水中ポンプ・モータを購入

荏原環境エンジニアリン

グ㈱
東京都港区 2,700

エンジニアリング

事業
100.0

・役員１名兼任

・当社が建物を賃貸

・当社が資金を貸与

Ebara America Corp.

注２

米国

カリフォルニア州

千米ドル

69,600
その他の事業 100.0

・当社が債務を保証

・当社が資金を借入

Ebara International 

Corp.

米国

ネバダ州

千米ドル

35,250
風水力事業

100.0

(100.0)

・当社のポンプを販売

・当社が債務を保証

Ebara Technologies 

Inc.

米国

カリフォルニア州

千米ドル

53,100
精密・電子事業

100.0

(100.0)
・当社の真空ポンプ・装置を製造・販売

Elliott Ebara 

Company Ltd.

ケイマン諸島

ジョージタウン

千米ドル

555
風水力事業 100.0 ・役員１名兼任

Elliott Company
米国

ペンシルバニア州

米ドル

83.6
風水力事業

100.0

(100.0)

・役員１名兼任

・クロス・ライセンス契約に基づき、コンプ

レッサ、タービンを相互供給

・当社が債務を保証

Elliott Overseas 

Corp.

米国

ペンシルバニア州

千米ドル

365
風水力事業

100.0

(100.0)
　

Elliott Foreign 

Sales Corp.

米国

ペンシルバニア州

千米ドル

1
風水力事業

100.0

(100.0)
　

Elliott 

Turbomachinery 

Canada, Inc.

カナダ

オンタリオ州

カナダドル

10
風水力事業

100.0

(100.0)
　

Elliott 

Turbocharger 

Guatemala, S.A.

グアテマラ

グアテマラ市

グアテマラ

ケツァル

5,000

風水力事業
100.0

(100.0)
　

Elliott 

Turbomachinery Ltd.

英国

ハンプシャー州

英国ポンド

100
風水力事業

99.0

(99.0)
　

Elliott 

Turbomachinery 

S.A. de C.V.

メキシコ

メキシコシティ

千メキシコ

ペソ

100

風水力事業
96.0

(96.0)
　

Elliott 

Turbomachinery S.A.

スイス

ルツェルン州

千スイス

フラン

120

風水力事業
91.7

(91.7)
　

Elliott 

Ebara Middle East

Maintenance W.L.L.

バーレーン王国

ムハラク

千バーレン

ディナール

20

風水力事業
100.0

(100.0)
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

Ebara-Elliott 

Service (Taiwan) 

Co., Ltd.

台湾台中市
千台湾ドル

100,000
風水力事業

100.0

(100.0)
 

Elliott Ebara

Singapore Pte.Ltd.
シンガポール国

千シンガ

ポールドル

340

風水力事業
100.0

(100.0)
 

Elliott Ebara

Servicos para

Equipamentos

Rotativos Ltda.

ブラジル国

サンパウロ市

千ブラジル

レアル

1,500

 

風水力事業
100.0

(100.0)
 

Ebara Industrias 

Mecanicas e 

Comercio Ltda.

ブラジル国

バウルー市

千ブラジル

レアル

8,117

風水力事業
100.0

(45.0)
　

Ebara Pumps Europe 

S.p.A.

　

イタリア国

トレント州

千ユーロ

22,400
風水力事業 100.0

・当社がポンプを購入

・当社が債務を保証

Sumoto S.r.l.
イタリア国

ヴィツェンツァ州

千ユーロ

2,575
風水力事業

100.0

(10.0)
・当社が水中モーターを購入

Ebara Precision 

Machinery Europe 

GmbH

ドイツ国

ハナウ市

千ユーロ

11,145
精密・電子事業 100.0

・当社の真空ポンプ・装置の販売

・当社が債務を保証

Ebara Engineering 

Singapore Pte. Ltd.
シンガポール国

千シンガ

ポールドル

6,625

風水力事業、精密

・電子事業
100.0 　

Ebara Benguet, Inc.
フィリピン国

ラグナ州

千ペソ

410,000
風水力事業 89.4

・当社がステンレス鋳造品を購入

・当社が資金を貸付

Ebara Precision 

Machinery Korea Inc.

韓国

ソウル市

百万ウォン

5,410
精密・電子事業 100.0  

荏原開立環境工程股?有

限公司
台湾台北市

千台湾ドル

196,000

エンジニアリング

事業
95.3 ・当社が資金を貸与

台湾荏原精密股?有限公

司
台湾台北市

千台湾ドル

330,000
精密・電子事業 100.0  

青島荏原環境設備有限公

司

中華人民共和国

山東省
3,150

風水力事業、エン

ジニアリング事業
100.0

・役員１名兼任

・当社が製缶品を購入

・当社が債務を保証

Ebara Environmental 

Engineering 

(Malaysia）Sdn. Bhd.

マレーシア国

セランゴール州

千マレーシ

アリンギッ

ト

5,000

エンジニアリング

事業
100.0 ・当社が資金を貸与

烟台荏原空調設備有限公

司

中華人民共和国

山東省
1,286 風水力事業 60.0 ・当社が債務を保証

嘉利特荏原ポンプ業有限

公司(ポンプの中国語表

記は石の下に水です)

中華人民共和国

浙江省

千米ドル

6,100
風水力事業 51.0 ・当社が債務を保証

（持分法適用の関連会

社）
　  　  　

ITエンジニアリング㈱
神奈川県横浜市神

奈川区
200 その他の事業 50.0  

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。

２　特定子会社は、荏原テクノサーブ㈱、Ebara America Corp.およびEbara Pumps Europe S.p.A.です。

３　有価証券報告書を提出している会社は荏原ハマダ送風機㈱です。

４　議決権の所有割合における（　）内は、内数で間接所有割合です。

５　荏原テクノサーブ㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超え

ています。その主要な損益情報等は以下のとおりです。

売上高 62,948百万円

経常利益 1,303百万円

当期純利益 849百万円

純資産額 4,582百万円

総資産額 27,687百万円

６　荏原エンジニアリングサービス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高

の10％を超えています。その主要な損益情報等は以下のとおりです。
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売上高 80,749百万円

経常利益 2,018百万円

当期純利益 849百万円

純資産額 6,706百万円

総資産額 42,104百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

風水力事業 8,315  

エンジニアリング事業 5,525  

精密・電子事業 1,803  

共通部門 431  

合計 16,074  

　（注）　従業員数は就業人員数です。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,649 44.1 19.0 7,024,107

　（注）１　従業員数は就業人員です。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

(3）労働組合の状況

　提出会社及び国内連結子会社には以下の労働組合があり、会社との間に特記すべき事項はありません。

会社名 労働組合名
所属従業員数
（名）

所属団体

㈱荏原製作所 荏原合同労働組合 1,316 無所属

㈱荏原総合研究所 荏原合同労働組合 38 無所属

㈱荏原金属 荏原金属労働組合 45 産業別労働組合ジェイ・エイ・エム

荏原ハマダ送風機㈱ 荏原ハマダ送風機労働組合 93 同上

㈱荏原由倉ハイドロテッ

ク

荏原ハイドロテック労働組合 138 無所属

荏原合同労働組合 49 無所属

 由倉工業労働組合 15 全労協

㈱荏原エリオット 荏原合同労働組合 163 無所属

㈱荏原フィールドテック 荏原フィールドテック労働組合 159 無所属

荏原環境エンジニアリン

グ㈱
荏原合同労働組合 119 無所属 

　（注）　なお、上記のほか、海外連結子会社の従業員で産業別等外部労働組合に直接加入している者がいますが、会社との

間に特筆すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における世界経済は、全般的には堅調に推移しましたが、年度後半はエネルギー価格や原材料価

格の高騰及び国際金融市場の信用不安拡大などの影響により景気に陰りが見られました。米国経済は、サブプラ

イム住宅ローン問題に端を発した金融市場の混乱や住宅建設の減少などにより景気減速感が見られ、欧州圏にお

いても不安定な金融市場の動向により景気が鈍化しました。一方、BRICsを中心とした新興国やアジア・中東地域

においては、総じて景気拡大基調が続きました。

　我が国の経済は、企業収益の改善を受けた設備投資の増加などにより回復の基調が見られましたが、年度後半は

エネルギー・原材料価格の高騰や建築着工の落ち込みなどの影響により、民間需要全体としては減速感が強まり

ました。一方、公共部門は年間を通して低調に推移しました。

　このような事業環境のもと、当連結会計年度における当社グループは、風水力事業においては、水力機械、気体機

械及び汎用風水力機械でグローバル市場における販売網の整備と生産体制の強化を継続して実施しました。ま

た、生産効率向上と環境負荷低減を目的として、羽田工場の千葉県富津市に建設する新工場への移転を決定いた

しました。エンジニアリング事業においては、成熟した国内公共部門に対応して、人的資源を含む経営資源の再配

分や早期退職特別優遇制度の実施による固定費の削減などの施策を実施し収益性の改善に注力するとともに、需

要の増加が見込める提案型案件やO＆M事業の強化を図りました。精密・電子事業においては、主力製品であるド

ライポンプやCMP装置の製品収益性の更なる改善に向けて、調達コストの削減や生産管理コントロールの徹底等

による利益改善施策を進めました。

　なお、連結子会社であった株式会社マツボー及びElliott Energy Systems, Inc.の株式譲渡と株式会社荏原環境イン

ターナショナルの清算、並びにその他環境事業関連子会社の整理等を行い、事業と組織の再構築を進めました。

　以上のような取り組みを進め、売上は、風水力事業において海外市場を中心とした活発な設備投資により増加

し、エンジニアリング事業における国内公共部門の競争激化による伸び悩み及び精密・電子事業の年度後半の市

況の低迷による減少をカバーすることができ、全体としては前年度を上回ることとなりました。営業利益は、風水

力事業において急激な為替変動や改正建築基準法の施行に伴う建設着工件数の減少、エンジニアリング事業にお

ける海外向け固形廃棄物処理施設の新規受注等からの撤退に伴う追加コストの発生や国内公共部門での価格競

争激化に伴う利益率の低下、精密・電子事業における年度後半の半導体市況低迷の影響を受けた客先事由による

出荷延期に伴う売上減少、などに起因して、前年度に比べ大幅に減少する結果となりました。

　当連結会計年度の売上高は5,671億90百万円（前年度比5.4％増）、営業利益は60億16百万円（前年度比54.6％

減）、経常利益は27億57百万円（前年度比73.5％減）となりました。また、固定資産売却益724億13百万円などの特

別利益745億71百万円、並びに特定プロジェクト中止損失98億64百万円、特定工事損失引当金繰入損136億58百万

円、特定完成工事保証損失52億78百万円、棚卸資産評価損60億95百万円などの特別損失437億42百万円、繰延税金

資産に係る評価性引当額を積み増して計上した結果、当期純利益は76億8百万円（前年度比39.7％増）となりまし

た。

(2）事業の種類別セグメントの状況

　　当連結会計年度より、従来「エンジニアリング事業」に区分していた製品「エネルギー供給」及び「原子力関連

装置」について、グループ全体最適化の観点から事業と組織の再構築を行い「風水力事業」に含めることとしま

した。業績の前年同期との比較は、前年同期を変更後のセグメント区分に組替えたうえで計算しています。

風水力事業

　　風水力事業における受注は、海外市場において中東・アジア地域を中心としたオイル＆ガス業界や電力業界の設

備投資が引き続き活発で、気体機械や水力機械が大きな伸びを示したほか、汎用風水力機械においても海外市場

を中心に順調に推移しました。国内市場において、厳しい市場環境が続いている公共部門では、中小型案件の確実

な取り込みに加え大型案件も寄与し、前年度を上回る結果を残すことができました。また、鉄鋼業界等の既存設備

の維持更新や増設に対する投資が堅調な民間部門では、きめ細かい受注活動やアフターサービスの強化により受

注量を伸ばしました。

　同事業の売上高は、海外を中心としたオイル＆ガス業界や電力業界及び国内外の素材産業の旺盛な設備投資に

支えられた水力機械、気体機械の好調な受注状況を反映し、前年度比9.8％増の3,184億49百万円となりました。し

かしながら、急激な為替変動、汎用風水力機械における改正建築基準法の施行に伴う建設着工件数の減少などの

影響により、営業利益は前年度比2.9％減の102億84百万円となりました。
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エンジニアリング事業

　　エンジニアリング事業においては、主力である国内公共部門の競争激化による厳しい市場環境が継続していま

す。当事業では、営業提案力及びコスト競争力の強化を推進した結果、上下水道施設において浸漬型として最大規

模の膜ろ過施設を受注し、固形廃棄物処理施設では関東地区の大型都市ごみ焼却施設を受注する等の成果が得ら

れました。また、O＆M事業強化を継続的に進め、清掃工場の長期責任委託事業、上水道施設の複数年運転監視業務

等の受注を獲得しました。一方、事業上のリスク回避が難しい海外固形廃棄物処理案件及びバイオエタノール関

連等の新規技術案件については、新規受注からの撤退を決定しました。上記の結果、受注は前年度を下回りまし

た。

　当事業においては収益基盤再構築が急務であり、国内を中心に、今後拡大が予想される事業への経営資源の集中

と、人員削減並びに子会社清算等により固定費圧縮を進めました。また、海外における受注済案件を中心に、将来

発生が見込まれる工事損失等に対して損失引当金を計上しました。

　同事業の売上高は、国内公共部門の競争激化による厳しい事業環境を反映し、前年度比0.8％増の1,414億45百万

円、営業損益は、海外向け固形廃棄物処理施設の新規受注等からの撤退に伴う追加コストの発生、国内公共部門で

の価格競争激化に伴う利益率低下、などの要因により、営業損失が前年度比47億37百万円増加して121億81百万円

となりました。

精密・電子事業

　　精密・電子事業の主力市場である半導体製造装置は、上半期、日本・韓国・台湾のメモリーメーカーを中心とし

て積極的な投資が行われたため堅調に推移しましたが、下半期に入ると、ＤＲＡＭを中心とした半導体価格の低

迷の影響を受け、投資計画の延期や中止が相次ぎました。このような事業環境のなか、先端技術を担う銅配線プロ

セスにおけるハイスループット型CMP装置及び環境負荷の高い温室効果ガスであるPFCガスを無害化する排ガス

処理装置の営業に注力したものの、受注は前年度を下回りました。また、第4四半期における半導体市況の一段の

低迷による客先事由の出荷延長の影響で、売上・営業利益についても、前年度を下回りました。

　同事業における売上高は、前年度比0.4％減の1,072億95百万円、営業利益は前年度比20.8％減の79億85百万円とな

りました。

(3）所在地別セグメントの状況

日本

　　日本においては、堅調な民間設備投資を受けて、鉄鋼業界やオイル&ガス業界向け製品の販売は好調でしたが、公

共事業関連は厳しい状況が続き低調な結果となりました。また、半導体業界向け製品は年度後半の半導体市況の

低迷の影響を受けて、前年度を下回りました。これらの結果、売上高は前年度比3.8%増の4,574億47百万円、営業損

益は前年度比126億57百万円悪化し、39億86百万円の営業損失となりました。

北米

　　北米においては、オイル&ガス業界向け製品の販売が伸び、売上高は前年度比3.5%増の641億41百万円、営業利益は

100.9%増の52億28百万円となりました。

その他の地域

　　その他の地域においては、オイル&ガス業界や電力業界の活発な設備投資を受け、気体機械、水力機械の販売が好

調に推移し、売上高は前年度比28.2%増の456億円となりました。また、風水力機械製品、半導体業界向け製品の利

益が増加した結果、営業利益は65.7%増の49億56百万円となりました。

(4）キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、金利・税引前の営業活動キャッシュ・フローが前年度比140億70百万円減

少し、また利息及び配当金の受取額の減少や、法人税等の支払額の増加などにより、63億16百万円の支出超過となり

ました。

　投資活動においては、羽田工場の土地売却等により固定資産の売却収入が642億86百万円となりました。また、設備

更新などに167億29百万円の固定資産の取得支出を行いました。余資運用として有価証券の取得等200億円を行った

結果、投資活動によるキャッシュ・フローは317億70百万円の収入超過となりました。

　財務活動においては、社債償還などにより有利子負債を純額で192億49百万円返済しました。また、配当支出

31億69百万円等の結果、財務活動によるキャッシュ・フローは218億7百万円の支出超過となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末残高から30億73百万円増加し、691億60百万円となりまし

た。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当連結会計年度より従来「エンジニアリング事業」に区分していた製品「エネルギー供給」及び「原子力関連装

置」について、グループ全体最適化の観点から事業と組織の再構築を行い「風水力事業」に含めることとしました。

これに伴い、以下の前年同期との比較は、前年同期を変更後のセグメント区分に組替えたうえで計算しています。

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

風水力事業 327,156 26.9

エンジニアリング事業 43,061 △21.6

精密・電子事業 95,134 30.9

合計 465,352 20.7

　（注）　上記金額は製造業に属する当社および連結子会社の生産高・工事高です。また、販売価格によっており、消費税等

は含んでいません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

風水力事業 347,665 11.3

エンジニアリング事業 151,117 △7.6

精密・電子事業 99,160 △23.7

合計 597,943 △1.3

　（注）　上記金額は販売価格によっており、消費税等は含んでいません。また、セグメント間取引消去後の金額です。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

風水力事業 318,449 9.8

エンジニアリング事業 141,445 0.8

精密・電子事業 107,295 △0.4

合計 567,190 5.4

　（注）　上記金額は、セグメント間取引消去後の金額であり、消費税等は含んでいません。
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３【対処すべき課題】

①　継続的成長のための経営基盤強化

　当社グループは、平成20年度を初年度とする新中期経営計画を達成するために、経営基盤の強化を優先的課題の一

つと位置付け、不採算事業からの撤退や高い利益率となり得る製品への優先投資など、事業の選択と集中及びその

ための体制整備を実行していきます。特に、エンジニアリング事業については組織及び体制の変更と人員減による

固定費の削減を実行し、採算性の改善に注力します。

②　財務の健全化

　グループ財務の健全化を図るための有利子負債圧縮、株主資本の充実及び流動性の確保等、財務上の課題の解決に

も取り組んでいます。

③　マレーシアガス化溶融プロジェクトの債権回収

　マレーシア国住宅自治省(Ministry of Housing and Local Government of Malaysia)より解除通知を受けた「ガス化溶融

炉(1,500トン/日)建設工事」にかかる求償債権について、早期回収にむけた交渉を進めています。

④　コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底

　元経営幹部による会社資金の不正支出については、事実関係と損害額の確認を行い、外部有識者に委嘱した評価委

員会の勧告を受けて関係者に対する責任を認定するとともに、損害額の回収を図っており、その相当部分は回収し

ましたが、未回収部分につきましては法的手続を実行し回収を図っています。これと同時に、再発防止策を策定する

ために外部有識者を入れた委員会を設置し、決定した再発防止策を実行に移しています。二度とこのような不祥事

が起こらないよう、今後もコーポレートガバナンスを強化し、コンプライアンス重視の企業風土の確立に努力をし

ていきます。

４【事業等のリスク】

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下の

ようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生

した場合の対応に努める所存です。

　本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は有価証券報告書提出日において判断したもので

す。

(1）市場環境

　当社グループの業績は、風水力事業およびエンジニアリング事業において公共事業が占める割合が高いため、政府

および地方公共団体の進める公共事業費削減が当社グループの事業、業績および財政状態の変動を増大させる可能

性があります。

　また精密・電子事業はシリコンサイクルの影響を強く受けるため、市況の変動が当社グループの事業、業績および

財政状態の変動を増大させる可能性があります。

(2）大型プロジェクト及び海外事業

　当社グループは、国内外での数多くの大型プロジェクトにおいて機械・プラントの製作、施工を行っています。

これらのプロジェクトには、技術的難易度が高いものもあります。また海外の大型プロジェクトにはカントリーリ　

スク等、国内と異なる事業環境に係るリスクがあります。これらのリスクに対する管理は万全を期していますが、

想定以上の追加コストが生じた場合には当社グループの業績を悪化させる可能性があります。海外における事業活

動に係る外貨建取引等は、連結財務諸表作成のために円換算されています。換算時の為替レートにより変動します

が、円高の場合は当社グループの事業に悪影響を及ぼし、円安の場合は当社グループの事業に好影響を及ぼします。

(3）金利変動リスク

　当社グループは有利子負債圧縮を進めていますが、当連結会計年度末で短期有利子負債770億83百万円、長期有

利子負債1,073億75百万円、合計で1,844億58百万円の有利子負債があり、この有利子負債は変動金利支払と固定金

利支払からなっています。変動金利の有利子負債の一部には金利スワップによる金利固定化や変動金利による融資

　を対応させるなど金利変動リスクを軽減させていますが、金利の上昇は支払利息を増加させ、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

(4）災害や社会インフラの障害発生にかかる影響

  当社グループの事業所が、大規模な台風、地震等の自然災害に見舞われた場合は操業に支障が生じ、業績に影響を

与える可能性があります。また、重大な労働災害、設備事故等が発生した場合には事業活動の停止、制約等により、業

績に影響を与える可能性があります。
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(5）行政処分等

　平成15年度に公正取引委員会より排除勧告を受け審判中であった、東京都下水道局発注の下水道ポンプ設備工事

について、平成20年4月に排除措置を求める審決の送達を受けました。

　これらの審判結果を受けて、国土交通省より建設業法に基づく営業停止処分や、公共発注機関からの指名停止処分

を受ける可能性があり、その影響により当社の受注高減少や業績悪化が生じる可能性があります。

(6）繰延税金資産

　当社グループの繰延税金資産は、将来の課税所得見込みから回収可能性があると考えております。当該資産の回

収が不確実と考えられる部分に対しては評価性引当額を計上しています。しかし、将来の課税所得の見積額はその

時の業績等によって変化します。課税所得の見積りに影響を与える要因が変化した場合には、回収懸念額の設定が

必要な場合があります。その場合には、その回収懸念額分の繰延税金資産を修正し、また同額を損益計算書の法人

税等調整額に計上するため当期純利益が減少する可能性があります。 

(7）資材調達

　当社グループは製造や建設等のために、部品・資材の調達を行っており、素材市況の変動による影響を受けま

す。素材価格の高騰は当社グループの材料費の増加につながり、業績に影響を与える可能性があります。

(8）法的規制

　当社グループは国内外で事業を展開しており、各国の法的規制を受けています。法令の制定、改廃等により計画

の前提条件が変更になる場合もあります。それらの前提条件の変更が業績に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

（1）技術導入契約

契約会社名 契約の相手方 契約の目的 契約期間 対価の支払

㈱荏原製作所
Flowserve Corp.

（アメリカ）

原子炉冷却材循環ポンプ、

液体金属ポンプ、溶融塩ポ

ンプの製造販売

昭和63年５月17日から

平成21年５月16日まで

頭金のほか契約製品の正味

販売高に対する一定の実施

料

　 HPD. Inc. （アメリカ）

放射性廃液蒸発濃縮装置及

びその関連システムの製造

販売

昭和53年12月22日から

平成21年６月20日まで
なし

　
Andritz－Ahlstrom Corp.

（フィンランド）
古紙処理装置の製造販売

昭和54年８月６日から

平成21年５月18日まで

契約製品の直径に比例した

額に対し一定の実施料

　

Maschinenfabrik Mayer ＆

 Co. GmbH

（ドイツ）

石炭等のサイロ貯蔵物の排

出・搬送装置の製造販売

昭和59年１月18日から

平成21年１月17日まで

搬送装置は固定額／台、排

出装置はその直径に比例し

た一定額／台（ミニマムの

規定あり）

　
Idreco USA, Ltd.

（アメリカ）

イオン交換濾過装置の製造

技術

昭和60年４月25日から

平成20年12月22日まで

頭金のほか処理水の流量の

比例額に対し一定の実施料

（ミニマムの規定あり）

　
Fläkt Woods AB

（スウェーデン）

高圧可変ピッチ軸流送風機

の製造販売

平成４年１月15日から

平成21年１月14日まで

頭金のほか契約製品の正味

販売価格に対する一定の実

施料

　
BCD Group Inc.

（アメリカ）

汚染土壌・油の除染に関す

る技術

平成５年２月11日から

平成23年２月21日まで

頭金のほか契約技術による

汚染物質の処理価格及び契

約製品の販売価格に対する

一定の実施料

　

FISIA BABCOCK

ENVIRONMENT GmbH

（ドイツ）

高温溶融キルンに関する技

術

平成11年７月１日から

平成21年６月30日まで

頭金のほか契約製品の処理

能力の比例額に対し一定の

実施料

　

Omnium de Traitements 

et de Valorisation S.A.

（フランス）

高速凝集沈殿方式による上

下水処理技術

平成13年２月１日から

平成23年１月31日まで

頭金のほか処理水の流量に

比例した一定の実施料

　

AAT Abwassewr－und

Abfalltechnik GmbH ＆ Co

（オーストリア）

有機性廃棄物のバイオガス

化処理技術

平成13年６月25日から

平成23年６月24日まで

頭金のほか契約製品の販売

価格に対する一定の実施料

荏原冷熱システム㈱ FAFCO, Inc.（アメリカ）
氷蓄熱システムに関する技

術

平成５年10月22日から

平成20年10月21日まで
頭金のみ
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契約会社名 契約の相手方 契約の目的 契約期間 対価の支払

荏原バラード㈱

Ballard Generation

Systems Inc. 

（カナダ）

燃料電池発電システムの製

造販売

平成10年12月1日から

期限の定めなし
あり

　

Ballard Power

Systems Inc. 

（カナダ）

燃料電池の製造販売

平成17年９月21日から

許諾対象特許権の存続

期間満了の日又は製造

開始から15年経過した

日のいずれか遅い方の

日まで

あり

（2）技術供与契約

契約会社名 契約の相手方 契約の目的 契約期間 対価の受取

㈱荏原製作所 新日本製鐵㈱

流動床式都市ごみ焼却施設

（TIF型・ICFB型）の建設

販売

平成５年６月15日から

平成21年６月14日まで

頭金のほか契約施設の焼却

能力の比例額に対し一定の

実施料

　
Kirloskar Brothers Ltd.

（インド）
水車の製造技術

平成10年９月28日から

平成20年９月27日まで

頭金のほか契約製品の正味

販売高に対する一定の実施

料

（3）業務提携契約

契約会社名 契約の相手方 契約の目的 契約期間 対価の授受

荏原工業洗浄㈱
An AREBA and Siemens 

Company （ドイツ）
化学除染に関する業務協力

平成４年４月９日から

平成21年４月８日まで
なし

㈱荏原エリオット

Pratt ＆ Whitney

Canada Inc.

（カナダ）

小型ガスタービンのパッ

ケージング・販売

昭和63年９月１日から

平成21年７月１日まで
なし

　

Pratt ＆ Whitney

Power Systems Inc.

（米国）

ガスタービン(FT8)のパッ

ケージング・販売

平成17年６月１日から

平成22年６月30日まで
あり

６【研究開発活動】

  当社グループの研究開発は、

  ① 長期展望に基づいた技術シーズの探索・確立を目指した基礎研究

  ② 新技術の実用化・製品化に重点をおいた開発研究

  ③ 既存事業発展のためのサポート研究

に大きく区分されます。①については、連結子会社である㈱荏原総合研究所が主体となり、また②③については、個別

の事業部門及びグループ各社と㈱荏原総合研究所とが連携して実施しています。当連結会計年度の研究開発費は108

億11百万円です。事業セグメント別研究開発活動は以下の通りです。

風水力事業

　  風水力事業分野では、エネルギー・環境・水などの分野向けに、グローバル市場で競争力ある製品の開発を加速し

ています。マーケティング部門から研究・開発部門までが密に連携し、海水淡水化プラント向け機器、高効率ターボ

冷凍機、環境配慮型グローバル汎用ポンプなどの開発に注力しました。また、数値解析環境を増強し、解析エンジニア

リングや最適化技術などの基盤技術を強化しました。当連結会計年度の研究開発費は38億9百万円です。

エンジニアリング事業

　　エンジニアリング事業においては、水処理と焼却炉を当事業グループのコア事業と認識し、コアとその周辺事業に係

わる研究並びに製品開発を重点的に進めます。省コスト・省エネルギー・省力化とCO2削減に貢献し得る製品群のブ

ラッシュアップ、並びに新製品開発を進めます。また、EPC＋O&M事業の強化を更に推進すべく、より運転コストが安

く、維持管理現場にとって使い勝手のよい製品開発に注力します。当連結会計年度の研究開発費は41億74百万円で

す。

精密・電子事業

　  精密・電子事業分野では、次世代プロセス技術の絶対的優位を確保するために、ＣＭＰ装置、めっき装置をはじめと

する半導体ウェーハ製造プロセス用装置の改良・改善、新機種の開発に取り組んでいます。また、コンポーネント製

品におきましても、半導体工場における地球温暖化ガス対策に対応した排ガス処理システムの開発を積極的に進め

ております。当連結会計年度の研究開発費の金額は28億27百万円です。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

 文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものです。

(1）財政状態に関する分析

①　資産

　当連結会計年度の総資産は前年度に比べ流動資産が147億33百万円、固定資産が32億92百万円減少した結果、180

億25百万円減少して6,070億6百万円となりました。主な増減要因は次のとおりです。

　流動資産は、主に有価証券が増加し、たな卸資産及びその他の流動資産が減少しました。有価証券は、主に余資を

譲渡性預金で運用したことにより189億6百万円増加しました。たな卸資産は、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」の早期適用などの影響により、154億12百万円減少しました。その他の流動資産はマレーシア国住宅自治省へ

のガス化溶融炉案件解約に係る求償債権をその他の投資に振り替えたことなどにより、118億59百万円減少しま

した。

　有形固定資産と無形固定資産は資本的支出223億81百万円および減価償却153億16百万円を実施し、また、資産売

却等を行ったことなどにより前年度比でほぼ横這いとなりました。

　投資その他の資産は投資有価証券の時価評価に伴う減少などより、前年度比43億9百万円減少し、765億12百万円

となりました。

②　負債

　負債総額は前年度に比べ、流動負債が119億75百万円減少し、固定負債が63億44百万円減少した結果、183億19百

万円減少し4,517億43百万円となりました。主な増減要因は次のとおりです。　

　流動負債は、主に支払手形及び買掛金が決済の増加により171億17百万円、コマーシャルペーパーは償還により

150億円それぞれ減少しました。工事損失引当金がドイツ　インフラサーブ　プロジェクト等について164億59百万

円増加しました。

　固定負債は、普通社債が一年以内償還社債への振替等により103億円減少したことなどにより、63億44百万円減

少しました。

③　純資産

　純資産の総額は、前年度比2億94百万円増加して1,552億63百万円となりました。主な増減要因は次のとおりです。

　利益剰余金は、当期純利益76億8百万円を計上し配当金31億69百万円を支払ったことなどにより、前年度比48億1

百万円増加して242億56百万円となりました。評価・換算差額等は、その他有価証券評価差額金が38億48百万円減

少したことなどにより、47億71百万円減少し6億25百万円となりました。

(2）経営成績に関する分析

　売上高は、エンジニアリング事業における国内公共部門の競争激化、精密・電子事業の年度後半の市況の低迷の影

響があったものの、風水力事業における海外市場を中心とした活発な設備投資が好調に推移した結果、前年度比290

億93百万円増加して5,671億90百万円となりました。

　売上原価は、前年度比349億31百万円増加し、4,698億65百万円となりました。売上原価率は2.0ポイント悪化して

80.8％から82.8％となり、売上総利益は前年度比58億38百万円減少し973億25百万円となりました。この売上原価率

悪化の要因としては、エンジニアリング事業における価格競争激化に伴う利益率低下などによります。

　販売費及び一般管理費は、前年度比13億94百万円増加し、913億8百万円となりました。販売費及び一般管理費の中

で大きく増加した費用は荷造・輸送費で、前年度比7億18百万円増加して50億73百万円となりました。販売費及び一

般管理費の総額に対する荷造・輸送費の割合は、前年の4.8％から0.8ポイント上昇して5.6％となりました。その結

果、営業利益は72億32百万円減少し60億16百万円となりました。

　営業外損益の純額は、前年度比4億25百万円悪化し、32億59百万円のマイナスとなりました。営業外収益は、受取配

当金が前年度比16億93百万円減少したことなどにより、合計で前年度比10億88百万円減少し39億3百万円となりま

した。営業外費用は、前年度に11億31百万円計上した持分法投資損失が持分法投資利益に転じたことなどにより、合

計で前年度比6億63百万円減少し71億63百万円となりました。その結果、経常利益は前年度比76億57百万円減少し27

億57百万円となりました。

　特別損益の純額は、前年度比301億25百万円改善し、308億28百万円のプラスとなりました。特別利益は、固定資産売

却益が前年度比717億66百万円増加し、投資有価証券等売却益が前年度比55億22百万円減少したことなどにより、合

計で前年度比664億20百万円増加し745億71百万円となりました。特別損失は、棚卸資産評価損60億95百万円、特定完

成工事保証損失52億78百万円、特定工事損失引当金繰入損136億58百万円、特定プロジェクト中止損失98億64百万円

を計上したことなどにより、合計で前年度比362億94百万円増加し437億42百万円となりました。その結果、税金等調

整前当期純利益は前年度比224億68百万円増加して335億85百万円となりました。
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　また、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計額は前年度比198億27百万円増加し、少数株主損益は、赤

字計上会社の損失額が他の連結子会社の黒字よりも多く、5億47百万円の少数株主損失となりました。その結果、当

期純利益は前年度比21億62百万円増加して76億8百万円となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れています。連結財務諸表の作成にあたり、期末時点の状況をもとに、種々の見積もりと仮定を行っていますが、

それらは連結財務諸表、偶発債務に影響を及ぼします。連結財務諸表に与える影響が大きいと考えられる項目・

事象は以下のとおりです。

①　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討しています。当該資産の回収が不確実と考え

られる部分に対しては評価性引当額を計上しています。回収可能性の判断においては、将来の課税所得の見積額

と実行可能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲

で繰延税金資産を計上しています。

  しかし、将来の課税所得の見積額はその時の業績等によって変化します。課税所得の見積に影響を与える要因

が変化した場合には回収懸念額が増加し、その回収懸念額分の繰延税金資産を修正し、また同額を損益計算書の

法人税等調整額に計上するため当期純利益が減少します。

②　退職給付債務および退職給付費用

  当社、国内連結子会社および一部の海外連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び退職年金

制度を設けています。また、当社及び一部の国内連結子会社の退職年金制度は税制適格年金です。

  退職給付債務および退職給付費用は、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資産の期待運用

収益率等に基づいて計算しています。割引率は、従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の安全性の高い長期

債利回りを参考に決定しています。また、年金資産の期待運用収益率は、過去の運用実績および将来見通し等を基

礎として設定しています。割引率および期待運用収益率の変動は、将来の退職給付費用に影響を与える可能性が

あります。

③　完成工事保証損失引当金

　近年、官公需を中心として完成工事の保証期間が長期化しているため、完成工事高に対して将来予想される超過

費用を一定の比率で算定し、完成工事保証損失引当金として計上しています。

  引当金の見積りにおいて想定していなかった完成工事の不具合による保証義務の発生や、契約における保証範

囲の解釈が当社の想定を超える等の理由により引当の額を超えて保証費用が発生する場合は、当社グループの業

績を悪化させる可能性があります。一方、実際の保証費用が引当金の額を下回った場合は引当金戻入益を計上す

ることになります。

④　工事損失引当金

  近年、技術的難易度の高い長期請負工事や海外のカントリー・リスク等のある請負工事等が増加しており、技

術の実証コスト等、追加原価の発生確率の高まりに対応し、期間損益をより適切に計算するため、当該請負工事の

総見積原価が請負金額を超える可能性が高く、かつ、予想される工事損失額を合理的に見積ることができる場合

には、当該損失見積額を工事損失引当金として計上しています。実際の追加原価がこれを上回る場合はその後の

当社グループの業績を悪化させ、下回る場合は改善させる可能性があります。

(4）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

①　資本の財源

  当社グループは、当連結会計年度末において短期有利子負債770億83百万円、長期有利子負債1,073億75百万円、

合計で1,844億58百万円の有利子負債残高があります。前連結会計年度末の有利子負債残高2,133億49百万円から

は288億90百万円減少しておりますが、依然として有利子負債に対する依存度が高く、これを低減することが重要

な経営課題であると認識しています。

　また、財務基盤の強化については、収益力及び資産効率の向上によることが基本と考えています。

　当連結会計年度においては、営業活動キャッシュ・フローと投資活動キャッシュ・フローの合計であるいわゆ

るフリー・キャッシュ・フローは、254億53百万円のプラスとなり、前年度比で264億59百万円の収入超過となり

ました。これは前述のとおり投資活動キャッシュ・フローが前年度比423億20百万円の収入超過となったことが

主要因です。
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②　資金の流動性管理

  資金の流動性については、事業規模に応じた現金及び現金同等物の適正額を維持することを基本としていま

す。また、金融上のリスクに対応するため主要取引銀行とコミットメント・ライン契約を締結することで充分な

手許流動性を確保しています。またグループ内の資金効率を高めるため、余資は当社に集中し、不足するグループ

会社に配分する制度を運用しています。

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は691億60百万円であり、金融機関との間でコミットメ

ント・ライン366億円、当座貸越契約139億円の契約を締結しております。

(5）経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、平成19年11月に平成20年度を初年度とする3ヵ年の中期経営計画「E-Plan2010」を策定しました。

平成20年～22年度の当経営計画対象期間を”経営基盤の再構築期”と位置づけ、将来に向けた経営基盤の強化を継

続的成長のための優先的課題とし、「選択と集中」、「世界を見据えた事業基盤の確立」、「キャッシュ・フローの

改善」の諸施策に取り組み、収益力の向上を図ります。

　事業セグメント毎の見通しと個別戦略は以下の通りです。

　風水力事業

　風水力事業については、海外取引での為替リスクが懸念されるものの、東アジア・中東地域等のオイル＆ガス業

界向けの圧縮機や各種プロセスポンプの需要は高水準に推移し、電力業界や海水淡水化等のインフラ整備の市場

も拡大するものと予想され、汎用ポンプは中国・中東・東南アジア地域を中心に活況が続くものと思われます。

国内市場について、民間部門は、改正建築基準法の影響による建築着工の回復の遅れなど不安材料はありますが、

鉄鋼・石油化学業界等の民間部門の維持更新需要や国内顧客の海外展開に基づく需要は堅調に推移するものと

想定されます。一方、公共部門は低水準で推移する事が予想されます。このような状況の中、当社グループは海外

市場において、電力業界、インフラ整備分野での事業拡大や、当社現地法人との協調営業による日系企業の需要取

り込み等の諸施策を推進します。国内公共部門において、技術力を活かした営業展開をさらに強化していく一方、

国内民間部門ではアフターサービス体制をより一層強化し、収益基盤を強化していきます。

　エンジニアリング事業

　エンジニアリング事業については、主力である国内公共部門において厳しい競争の継続が予想されます。その中

で、環境施設の更新・延命化の需要増加、更に施設維持管理・運営事業の民間委託化が進み、アフタービジネス分

野は堅実な市場拡大が進むと予想されます。このような市場の変化に対し、当社グループは豊富な施設納入実績

と全国ネットワークのO&Mサービス力を強みとし、お客様の視点に立ったソリューション事業の提案を推進しま

す。また、原油高騰並びに地球温暖化対策というニーズに対応して、バイオマスを利活用したメタン発酵施設、バ

イオマスボイラ、並びにこれらの複合施設の提案を強化します。業務効率化及び価格競争力強化の観点から、技術

・設計の標準化／パッケージ化を推進し、製造コストと工事コスト双方からのコストダウンを進めます。これら

の施策により、受注・売上水準を回復すると同時に、営業利益ブレイクイーブンを見据えて固定費圧縮を継続し、

収益基盤を再構築します。

　精密・電子事業

　精密・電子事業の見通しについて、平成20年度の半導体製造装置市場はＮＡＮＤフラッシュメモリーやマイク

ロプロセッサーを中心とした最先端客先の戦略的設備投資は継続されると予想しますが、現在の半導体価格の低

迷が長引いた場合、アジアを中心としたメモリー工場への投資の低迷が続くと思われます。このような状況の中、

４５ｎｍ最先端工場向けに、生産性の高さにおいて競争優位性をもつＣＭＰ装置を積極的に投入すると共に、省

エネルギーと環境負荷低減をキーワードに、ドライ真空ポンプ及び排ガス処理装置を中心とした排気系システム

の拡販を進めてまいります。また、プロダクトサポート体制の強化を図り、効率性を改善することにより、顧客満

足度の向上を図ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資は、活況な市場に対応した工場の拡張、新製品の商用化を視野に入れた生産設備等への投

資及び生産性向上を目的とした設備への投資を中心に223億81百万円を実施しました。投資金額には、無形固定資産、

長期前払費用への投資金額が含まれています。

　事業の種類別セグメントの主な設備投資は以下のとおりです。なお、投資金額にはセグメント間取引を含めていま

す。

風水力事業

　気体機械の製造設備を中心に投資を行い、実施した設備投資の金額は98億44百万円です。

エンジニアリング事業

　家庭用燃料電池の商用化を視野に入れた生産設備等に投資を行い、実施した設備投資の金額は42億48百万円です。

精密・電子事業

　ドライポンプ加工設備を中心に投資を行い、実施した設備投資の金額は84億36百万円です。

２【主要な設備の状況】

セグメント、設備の内容
会社名
事業所名等

（所在地）

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

風水力事業 　 　       

風水力機械の生産設備 提出会社

羽田事業所
(東京都） 138 1,382

―

(―)　
160 1,680 630

　
提出会社

袖ヶ浦事業所
(千葉県） 2,168 1

2,497

(175)
0 4,666 20

　 ㈱荏原エリオット (千葉県） 117 3,731
―

(―)　
99 3,947 272

　 ㈱荏原由倉ハイドロテック (栃木県） 373 151
97

(33)
35 656 94

汎用風水力機械 提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 1,438 1,553

432

(171)
622 4,045 365

独立発電事業用設備 提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 190 1,386

39

(15)
0 1,615 10

電動機の生産設備 提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 367 1

―

(―)　
― 368 ―

　 ㈱荏原電産 (神奈川県） 41 145
―

(―)　
84 270 250

鋳物の生産設備 ㈱荏原金属 (千葉県） 162 78
400

(13)
12 652 36

風水力機械の生産設備、製

缶工場
荏原ハマダ送風機㈱ (三重県） 490 208

118

(63)
56 872 138

冷熱機械の生産設備 提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 177 ―

―

(―)　
1 178 ―

　 ㈱荏原シンワ (神奈川県） 159 36
―

(―)　
46 241 79

冷凍機の生産設備 提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 240 0

44

(17)
0 284 ―

　 荏原冷熱システム㈱ (神奈川県） 1 341
―

(―)　
97 439 133

　 烟台荏原空調設備有限公司 (中国）
千中国元

43,410

千中国元

22,464

千中国元

―

(32)

千中国元

6,445

千中国元

72,319
375

 

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 20/117



セグメント、設備の内容
会社名
事業所名等

（所在地）

帳簿価額（百万円）
従業員
数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

汎用風水力機械の生産設

備
Ebara Pumps Europe S.p.A. (イタリア）

千ユーロ

1,351

千ユーロ

9,132

千ユーロ

307

(23)

千ユーロ

224

千ユーロ

11,014
484

超低温用水中ポンプの生

産設備
Ebara International Corp. (米国）

千米ドル

11,711

千米ドル

2,266

千米ドル

821

(56)

千米ドル

706

千米ドル

15,504
241

コンプレッサ、タービンの

生産設備
Elliott Company (米国）

千米ドル

19,239

千米ドル

30,076

千米ドル

1,333

(1,537)

千米ドル

7,226

千米ドル

57,874
1,207

製缶品の溶接設備 青島荏原環境設備有限公司 (中国）
千中国元

16,132

千中国元

20,855

千中国元

―

(20)

―
千中国元

36,987
233

エンジニアリング事業 　 　       

環境事業関連設備等 提出会社

その他
　 551 394

―

(―)　
131 1,076 427

薬品の生産設備 提出会社

袖ヶ浦事業所
(千葉県） 353 ―

455

(14)
0 808 ―

　
荏原エンジニアリングサー

ビス㈱
(千葉県） 16 73

―

(―)　
8 97 36

風力発電設備 エコ・パワー㈱ (北海道） 6 1,103
1

(28)
― 1,110 1

　 　 (青森県） 33 8,240
―

(277)
2 8,275 1

　 　 (茨城県） 2 189
5

(3)
1 197 ―

　 　 (千葉県） ― 142
―

(0)
― 142 ―

燃料電池の開発生産設備 荏原バラード㈱ (神奈川県) 173 144
―

(―)　
186 503 59

製缶品の溶接設備 青島荏原環境設備有限公司 (中国）
千中国元

19,716

千中国元

25,491

千中国元

―

(30)

―
千中国元

45,207
252

精密・電子事業 　 　       

真空ポンプ、半導体製造装

置の生産及び開発設備

提出会社

藤沢事業所
(神奈川県） 5,056 6,711

259

(103)
892 12,918 589

半導体製造装置の生産設

備

提出会社

九州工場
(熊本県） 2,492 31

1,740

(142)
16 4,279 203

その他 　 　       

総括業務、保健厚生施設等 提出会社

本社

(東京都その

他）
5,209 732

11,396

(289)
788 18,125 228

　（注）１　連結会社以外のものからの賃借による土地が以下のとおり含まれています。

㈱荏原製作所　　　　　　  　102千㎡

Ebara Pumps Europe S.p.A. 　 23千㎡

エコ・パワー㈱　　　　　　　310千㎡

青島荏原環境設備有限公司　　 51千㎡

烟台荏原空調設備有限公司　　 32千㎡

２　セグメントに関連づけて記載した設備、従業員数は生産に係るものであり、支社、支店、営業所等は除いていま

す。

３　その他は工具・器具・備品であり、建設仮勘定は除いています。

４　帳簿価額には消費税等は含んでいません。

５　当社九州工場の「従業員数」は、生産の委託先である㈱荏原九州の当該設備に係る従業員数です。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

セグメント、会社名
事業所名等

(所在地) 設備の内容
投資予定額（百万円)

資金調
達方法

着手年月
完了予定年
月

総額 既支払額

風水力事業 　 　   　 　 　

提出会社 　 　   　 　 　

羽田事業所 (東京都) 機械設備増設及び保全 190 31
自己資

金等　
平成20年3月 平成21年3月

藤沢事業所 (神奈川県) 機械設備増設及び保全 810 81
自己資

金等　
平成20年3月　 平成21年3月

富津工場 (千葉県) ポンプ製造設備 20,000 ―
自己資

金等
平成20年3月　 平成22年9月

㈱荏原エリオット (千葉県)　 機械設備増設及び保全　 528 ― 借入金 平成20年1月 平成20年12月

Elliott Company (米国)
コンプレッサ、タービン

の生産設備

千米ドル　

41,632

千米ドル　　

9,596
借入金 平成19年1月 平成21年12月

Ebara International Corp. (米国)　
超低温用水中ポンプの

生産設備

千米ドル　　

6,232

千米ドル　　

―
借入金 平成20年1月 平成20年12月

エンジニアリング事業 　 　   　 　 　

提出会社 　 　   　 　 　

袖ヶ浦、薬品工場その

他
(千葉県) 環境事業関連設備 894 225

自己資

金等
平成20年3月 平成21年3月

荏原バラード㈱ (神奈川県)
燃料電池の開発生産設

備
344 ―

自己資

金等
平成20年3月 平成20年12月

精密・電子事業 　 　   　 　 　

提出会社 　 　   　 　 　

藤沢事業所 (神奈川県)
半導体製造設備の生産

及び開発設備
3,064 1,656

自己資

金等　
平成20年3月 平成21年3月　

その他 　 　   　 　 　

提出会社 　 　   　 　 　

本社他 ※３ (東京都他)
本社、出先事務所及び厚

生施設
8,855 6,769

自己資

金等
平成20年3月　 平成21年3月　

　（注）１　主として需要者より個別の注文に応じ、型式、能力等、それぞれ異なる製品を生産しているため、上記設備の増

設に係る生産能力の算定は困難であるため、記載を省略しています。

　２　上記の金額には消費税等は含んでいません。

※３　このうち6,000百万円は、本年４月に建設した新事務棟ですが、同月中に売却し、買主との間で賃貸借契約

　を締結して引き続き使用しています。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 422,725,658 422,725,658

東京証券取引所

市場第一部

札幌証券取引所

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式

計 422,725,658 422,725,658 ― ―

　（注）　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていません。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりです(当該新株予約権付社債を以下「本新株予約権付社

債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」という)。

①2011年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年9月25日発行)

　
事業年度末現在

 （平成20年３月31日）
提出日の前月末現在

 （平成20年５月31日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 20,000 20,000

新株予約権の数（個）

4,000個と代替新株予約権

付社債券に係る本社債の

額面金額合計額を

5,000,000円で除した個数

との合計数

同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 該当無し。 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）

本新株予約権の行使によ

り当社が交付する当社普

通株式の数は、行使請求に

係る本社債の払込金額の

総額を転換価額で除した

数とする。

                 (注1) 

同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　 　(注2) 同左

新株予約権の行使期間

2006年10月10日から

2011年9月16日まで

（行使請求受付場所現地

時間）

　　　　　　　 　(注3)

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)
　　　　　　　 　(注4) 同左

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当無し。 同左

代用払込みに関する事項 該当無し。　　　（注5） 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当無し。 同左

　(注) １ 行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整を行わない。

　　 　２ (1) 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と

  同額とする。

(2) 転換価額は、当初693円とする。

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

　　を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整される。なお、下

　　記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数を

　　いう。

調整後転換価額＝調整前転換価額×

既発行株式数＋
 発行又は処分株式数×1株あたりの払込金額

時価 

  既発行株式数＋発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その

他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 24/117



３ 下記(1)乃至(3)記載の本社債の繰上償還がなされる場合は、償還日の3東京営業日(以下に定義する。)前の日

まで、本社債の買入消却がなされる場合は、当社が本社債を消却した時又は当社の子会社が本社債を消却のた

め当社に交付した時まで、また本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いず

れの場合も、2011年9月16日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできず、ま

た、当社の組織再編等（以下に定義する。）を行うために必要な場合、それらの効力発生日から14日後以内の日

に終了する30日以内の当社が指定する期間は、本新株予約権を行使することはできない。なお、「東京営業日」

は、商業銀行及び外国為替市場が東京において営業を行っている日（土曜日、日曜日、東京において祝祭日と定

められた日及び銀行が法令によって東京において営業を行わないよう義務付けられ、又は営業を行わないこと

ができると定められた日を除く。）をいう。

「組織再編等」とは、(a)合併（新設合併又は当社が存続会社とならない吸収合併で、当該合併が当社の株主総

会で承認された場合をいう。以下同じ。）、(b)資産譲渡（本新株予約権付社債に基づく当社の義務がその条件に

従って相手先に移転される当社の財産の全部又はこれと同視しうる財産の売却又は移転で、当該資産譲渡が当

社の株主総会で承認された場合をいう。）、(c)会社分割（本新株予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の

会社に移転される当社の新設分割又は吸収分割で、当該会社分割が当社の株主総会で承認された場合をい

う。）、(d)株式交換又は株式移転(当社が他の会社の完全子会社となる株式交換又は株式移転で、当該株式交換又

は株式移転が当社の株主総会で承認された場合をいう。以下同じ。)、並びに(e)その他の日本法上の会社再編手続

きで、これにより本社債及び／又は本新株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなる

ものを総称していうものとする(以下同じ。)。なお、上記(a)乃至(d)については、株主総会決議が不要の場合は、当

該行為に関する取締役会決議がなされた場合をいうものとする。

(1) クリーンアップ条項による繰上償還

本項の繰上償還の通知を行う前のいずれかの時点において、残存本社債の額面金額合計額が発行時の本社

債の額面総額の10％を下回った場合、当社は、本新株予約権付社債権者に対して、30日以上60日以内の事前

の通知をしたうえで、残存本社債の全部（一部は不可）をその額面金額の100％の価額に当該繰上償還期

日（当日を含まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。

(2) 税制変更による繰上償還

日本国の税制の変更等により、当社が本新株予約権付社債の要項に定める一定の追加額の支払義務を負う

旨及び当社が合理的な措置を講じてもかかる追加額の支払義務を回避することができない旨を受託会社

に了解させた場合には、当社は、本新株予約権付社債権者に対して30日以上60日以内の事前の通知をした

うえで、残存本社債の全部（一部は不可）をその額面金額の100％の価額に当該繰上償還期日（当日を含

まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。但し、当社が当該追加額の支払義務を負

うこととなる最初の日の90日前の日より前にかかる繰上償還の通知をしてはならない。

上記にかかわらず、かかる通知がなされた時点において、残存本社債の額面金額合計額が発行時の本社債

の額面総額の10％以上である場合、各本新株予約権付社債権者は、当社に対して当該繰上償還期日の20日

前までに通知することにより、当該本新株予約権付社債権者の保有する本社債については繰上償還を受け

ないことを選択する権利を有する。この場合、当社は当該繰上償還期日後の当該本社債に関する支払につ

き本新株予約権付社債の要項に定める一定の追加額の支払義務を負わず、当該繰上償還期日後の当該本社

債に関する支払は、公租公課を源泉徴収又は控除したうえでなされる。

(3) 当社が組織再編等を行う場合の繰上償還

当社が、組織再編等を行う場合、当社は、本新株予約権付社債の要項に定める一定の条件を満たす場合に

は、本新株予約権付社債権者に対して14日以上の事前の通知をしたうえで、残存本社債（又は本新株予約

権付社債権者に提案された同等の経済的利益を与えるスキームについてすべての本新株予約権付社債権

者の承認若しくは社債権者集会の特別決議が得られなかった場合には、残存本社債のうち当該承認若しく

は特別決議が得られなかった部分）の全部（一部は不可）を、その額面金額に対する下記の割合で表示さ

れる価額に当該繰上償還期日（当日を含まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。

2006年 9月 25日から 2007年 9月 29日まで  104％

2007年 9月 30日から 2008年 9月 29日まで  103％

2008年 9月 30日から 2009年 9月 29日まで  102％

2009年 9月 30日から 2010年 9月 29日まで  101％

2010年 9月 30日から 2011年 9月 29日まで  100％

４ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定める

   ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場

   合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

   額を減じた額とする。
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５ 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同額

   とする。

②2013年満期ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年9月25日発行)

　
事業年度末現在

 （平成20年３月31日）
提出日の前月末現在

 （平成20年５月31日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 20,000 20,000

新株予約権の数（個）

4,000個と代替新株予約権

付社債券に係る本社債の

額面金額合計額を

5,000,000円で除した個数

との合計数

同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 該当無し。 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）

本新株予約権の行使によ

り当社が交付する当社普

通株式の数は、行使請求に

係る本社債の払込金額の

総額を転換価額で除した

数とする。

                 (注1) 

同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　 　(注2) 同左

新株予約権の行使期間

2006年10月10日から

2013年9月16日まで

（行使請求受付場所現地

時間）

　　　　　　　 　(注3)

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)
　　　　　　　 　(注4) 同左

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項 該当無し。 同左

代用払込みに関する事項 該当無し。　　　（注5） 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当無し。 同左

　(注) １ 行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整を行わない。

　　 　２ (1) 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と

  同額とする。

(2) 転換価額は、当初693円とする。

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

　　を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整される。なお、下

　　記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数を

　　いう。

調整後転換価額＝調整前転換価額×

既発行株式数＋
 発行又は処分株式数×1株あたりの払込金額

時価 

  既発行株式数＋発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その

他本新株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。
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３ 下記(1)乃至(3)記載の本社債の繰上償還がなされる場合は、償還日の3東京営業日前の日まで、本社債の買入

消却がなされる場合は、当社が本社債を消却した時又は当社の子会社が本社債を消却のため当社に交付した時

まで、また本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2013年9

月16日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできず、また、当社の組織再編

等を行うために必要な場合、それらの効力発生日から14日後以内の日に終了する30日以内の当社が指定する期

間は、本新株予約権を行使することはできない。

(1) クリーンアップ条項による繰上償還

本項の繰上償還の通知を行う前のいずれかの時点において、残存本社債の額面金額合計額が発行時の本社

債の額面総額の10％を下回った場合、当社は、本新株予約権付社債権者に対して、30日以上60日以内の事前

の通知をしたうえで、残存本社債の全部（一部は不可）をその額面金額の100％の価額に当該繰上償還期

日（当日を含まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。

(2) 税制変更による繰上償還

日本国の税制の変更等により、当社が本新株予約権付社債の要項に定める一定の追加額の支払義務を負う

旨及び当社が合理的な措置を講じてもかかる追加額の支払義務を回避することができない旨を受託会社

に了解させた場合には、当社は、本新株予約権付社債権者に対して30日以上60日以内の事前の通知をした

うえで、残存本社債の全部（一部は不可）をその額面金額の100％の価額に当該繰上償還期日（当日を含

まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。但し、当社が当該追加額の支払義務を負

うこととなる最初の日の90日前の日より前にかかる繰上償還の通知をしてはならない。

上記にかかわらず、かかる通知がなされた時点において、残存本社債の額面金額合計額が発行時の本社債

の額面総額の10％以上である場合、各本新株予約権付社債権者は、当社に対して当該繰上償還期日の20日

前までに通知することにより、当該本新株予約権付社債権者の保有する本社債については繰上償還を受け

ないことを選択する権利を有する。この場合、当社は当該繰上償還期日後の当該本社債に関する支払につ

き本新株予約権付社債の要項に定める一定の追加額の支払義務を負わず、当該繰上償還期日後の当該本社

債に関する支払は、公租公課を源泉徴収又は控除したうえでなされる。

(3) 当社が組織再編等を行う場合の繰上償還

当社が、組織再編等を行う場合、当社は、本新株予約権付社債の要項に定める一定の条件を満たす場合に

は、本新株予約権付社債権者に対して14日以上の事前の通知をしたうえで、残存本社債（又は本新株予約

権付社債権者に提案された同等の経済的利益を与えるスキームについてすべての本新株予約権付社債権

者の承認若しくは社債権者集会の特別決議が得られなかった場合には、残存本社債のうち当該承認若しく

は特別決議が得られなかった部分）の全部（一部は不可）を、その額面金額に対する下記の割合で表示さ

れる価額に当該繰上償還期日（当日を含まない。）までの経過利息を付して、繰上償還することができる。

2006年 9月 25日から 2007年 9月 29日まで  106％

2007年 9月 30日から 2008年 9月 29日まで  105％

2008年 9月 30日から 2009年 9月 29日まで  104％

2009年 9月 30日から 2010年 9月 29日まで  103％

2010年 9月 30日から 2011年 9月 29日まで  102％

2011年 9月 30日から 2012年 9月 29日まで  101％

2012年 9月 30日から 2013年 9月 29日まで  100％

４ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定める

   ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場

   合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

   額を減じた額とする。

５ 各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同額

   とする。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

（注）１

35,563,081 334,562,245 7,442 41,230 7,378 45,264

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）１

88,162,505 422,724,750 20,052 61,283 19,947 65,211

平成18年４月１日～

　

平成19年３月31日

（注）２

908 422,725,658 0 61,284 0 65,212

平成19年４月１日～

　

平成20年３月31日

― 422,725,658 ― 61,284 ― 65,212

　（注）１　新株予約権の行使による増加です。

２　第３回無担保転換社債の株式転換による増加です。

３　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使による発行済株式総数、資本金及び資

本準備金の増加はありません。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 81 66 545 271 13 48,984 49,960 －

所有株式数（単元） ― 107,544 14,513 27,116 110,117 43 161,187 420,520 2,205,658

所有株式数の割合

（％）
－ 25.57 3.45 6.45 26.19 0.01 38.33 100 －

　（注）１　自己株式267,250株は、「個人その他」に267単元及び「単元未満株式の状況」に250株含まれています。

２　「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれています。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク 380055(常任代理

人 株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室)

米国・ニューヨーク (東京都中央区日本橋

兜町６番７号
29,381 6.95

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11番３号 17,448 4.13

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 16,978 4.02

株式会社みずほコーポレート

銀行
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 10,000 2.37

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 9,788 2.32

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

エス エル オムニバス アカ

ウント（常任代理人 株式会

社みずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室）

英国・ロンドン（東京都中央区日本橋兜町

６番７号）
8,489 2.01

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 7,127 1.69

荏原製作所従業員持株会 東京都大田区羽田旭町11番１号 5,862 1.39

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 5,589 1.32

ステート ストリート バンク

 アンド トラスト カンパ

ニー 505041 (常任代理人 株

式会社みずほコーポレート銀

行兜町証券決済業務室)

英国・ロンドン（東京都中央区日本橋兜町

６番７号）
5,083 1.20

計 ― 115,749 27.38

　（注）１　テンプルトン・グローバル・アドバイザーズ・リミテッド及びその関連会社である他３社から平成20年１月

９日付で金融商品取引法第27条の25第１項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成19年12月25日）があ

り、46,775千株（持株比率11.07%）を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。
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保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する株券等保有
割合（％） 

テンプルトン・グローバル・ア

ドバイザーズ・リミテッド

バハマ連邦、ナッソー、ライフォー

ド・ケイ、BOX N-7759
38,822 9.18

フランクリン・テンプルトン・

インベストメント・マネジメン

ト・リミテッド

英国 EH3 8BH、スコットランド、エ

ディンバラ、モリソン・ストリート

5

904 0.21

テンプルトン・インベストメン

ト・カウンセル・エルエルシー

アメリカ合衆国 33394、フロリダ

州、フォート・ローダデイル、スゥ

イート2100、イースト・ブロワード

・ブルヴァール 500

6,115 1.45

フランクリン・アドバイザーズ

・インク

アメリカ合衆国 94403-1906、カリ

フォルニア州、サン・マテオ、ワン

・フランクリン・パークウェイ

934 0.22

２　モルガン・スタンレー証券株式会社及びその関連会社である他４社から平成20年２月22日付で金融商品取引

法第27条の26第２項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成20年２月15日）があり、30,084千株（持株比

率7.11%）を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する株券等保有
割合（％） 

モルガン・スタンレー証券株式

会社
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３
号恵比寿ガーデンプレイスタワー 717 0.17

モルガン・スタンレー・アンド

・カンパニー・インコーポレー

テッド

1585 Broadway, New York,

NY 10036
21,860 5.17

モルガン・スタンレー・アンド

・カンパニー・インターナショ

ナル・ピーエルシー

25 Cabot Square Canary Wharf

London E14 4QA U.K.
7,506 1.77

エムエスディーダブリュ・エク

イティー・ファイナンス・サー

ビセズⅠ (ケイマン)・リミテッ

ド

 c/o M&C Corporate Services

Limited P.O. Box 309GT Ugland 

House, South Church Street

George Town, Grand Cayman

0 0.0

エムエス・エクイティー・ファ

イナンシング・サービセズ(ル

クス)エス・アー・エール・エ

ル

8-10 rue Mathias Hardt, 

L-1717 Luxembourg
0 0.0

　　　　３　株式会社三菱東京UFJ銀行及びその関連会社である他４社から平成19年10月15日付で金融商品取引法第27条の26

第１項の大量保有報告書の提出（報告義務発生日 平成19年10月８日）があり、25,217千株（持株比率

5.93%）を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 30/117



保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する株券等保有
割合（％） 

株式会社三菱東京UFJ銀行
東京都千代田区丸の内二丁目７番

１号
7,127 1.69

三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号
11,218 2.65

三菱UFJ証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目４番

１号
2,527 0.60

三菱UFJセキュリティーズイン

ターナショナル

6 Broadgate, London EC2M 2AA,

 United Kingdom
2,530 0.60

三菱UFJ投信株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号
1,813 0.43

４　ドイツ証券株式会社及びその関連会社である他４社から平成19年12月21日付で金融商品取引法第27条の26第

２項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成19年11月15日）があり、23,499千株（持株比率5.54%）を保

有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めていません。

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する株券等保有
割合（％） 

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町二丁目11番

１号 山王パークタワー 
2,413 0.57

ドイツ銀行ロンドン支店

Winchester House, 1 Great

Winchester Street, London

EC2N 2DB, England, UK

21,086 4.97

ディービー エクイティ リミ

テッド

Winchester House, 1 Great

Winchester Street, London

EC2N 2DB, England, UK

0 0.00

ドイツ銀行 フランクフルト本

店

Taunusanlage 12,

 60325 Frankfurt am Main, 

Germany

0 0.00

ドイチェ バンク セキュリ

ティーズ インク

60 Wall Street, New York,

 NY 10005-2858, U.S.A.
0 0.00

５　ゴールドマン・サックス証券株式会社及びその関連会社である他２社から平成20年３月24日付で金融商品取

引法第27条の26第２項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成20年３月14日）があり、21,628千株（持株

比率5.10%）を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する株
券等保有割合
（％） 

ゴールドマン・サック

ス証券株式会社

東京都港区六本木六丁目 10-1 

六本木ヒルズ森タワー
4,098 0.97

Goldman Sachs

 International

Peterborough Court, 133 Fleet

Street, London EC4A 2BB UK 
17,509 4.13

Goldman Sachs & Co.
85 Broad Street, New York, 

New York 10004, U.S.A.
20 0.00

６　ギャム・インターナショナル・マネジメント・リミテッド及びその関連会社である他１社から平成19年４月

23日付で証券取引法第27条の25第１項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成19年4月13日）があり、

20,629千株（持株比率4.88%）を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当事業年度末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。
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保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する株券等保有
割合（％） 

ギャム・インターナショナル・

マネジメント・リミテッド

英国ロンドンSW1A 1NX、セント・

ジェームス・プレイス 12
18,680 4.42

ギャム・ロンドン・リミテッド
英国ロンドンSW1A 1NX、セント・

ジェームス・プレイス 12
1,949 0.46

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

267,000

―
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

420,253,000
420,240 同上

単元未満株式
普通株式

2,205,658
― 同上

発行済株式総数 422,725,658 ― ―

総株主の議決権 ― 420,240 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が13,000株含まれて

います。

２　「完全議決権株式（その他）」及び「総株主の議決権」欄の議決権の数には、いずれも株式会社証券保管振

替機構名義の完全議決権株式に係る議決権13個は含まれていません。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式250株が含まれています。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社荏原製作

所

東京都大田区

羽田旭町11番１号
267,000 ― 267,000 0.06

計 ― 267,000 ― 267,000 0.06

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

          該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 区分 株式数 （株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 93,192 49,214,566

当期間における取得自己株式 4,362 1,482,932

 （注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

         買取りによる株式は含まれていません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求） 16,133 6,672,896 1,425 477,367

保有自己株式数 267,250 ― 270,187 ―

 （注）１　当期間における「その他（単元未満株式の買増請求）」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提

　　　　　 出日までの単元未満株式の買増請求による株式は含まれていません。

       ２　当期間における「保有自己株式数」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

　　　　　 株式の買取請求及び単元未満株式の買増請求による株式は含まれていません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の最も重要な施策の一つとして位置づけています。配当については、継続的か

つ安定的に行うことを念頭に、当該期及び今後の業績、財政状態等を勘案して行うこととしています。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会です。

　当期は、中間配当は見送ることと致しましたが、当期末配当金について慎重に検討した結果、１株当たり７円50銭と

致しました。

　内部留保については、中長期的な展望に立った新規事業の開発と競争力強化及び経営の効率化を目的とする投資に

有効活用していく方針です。

　当社は、「取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨」を定款に定めてお

ります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額（円）

平成20年6月27日

定時株主総会決議
3,168 7.5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 610 620 761 776 685

最低（円） 330 451 373 411 258

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 560 543 432 377 344 320

最低（円） 509 361 336 297 273 258

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

 矢　後　夏之助 昭和26年５月16日生

昭和52年４月 入社

(注)３ 9

平成14年６月 執行役員

平成16年４月 上席執行役員 

平成16年４月 風水力・精密事業統括精密・電子事業

本部長兼藤沢事業所長

平成16年６月 取締役

平成17年６月 精密・電子事業カンパニー・プレジデ

ント兼藤沢事業所長

平成18年４月 常務執行役員

平成18年４月 精密・電子事業カンパニー・プレジデ

ント

平成19年４月 代表取締役社長（現在）

平成19年５月 内部統制整備推進統括部長兼務

（現在）

取締役
環境事業カン
パニー・プレ
ジデント

廣　瀬　政　義 昭和24年12月29日生

昭和50年４月 入社

(注)３ 12

平成12年４月 精密・電子事業本部副本部長兼精密・

藤沢事業所長兼ＩＴ戦略推進室長

平成12年６月 取締役

平成13年４月 精密・電子事業本部副本部長兼精密・

藤沢事業所長兼ＩＴ戦略推進室長兼藤

沢事業所長

平成14年４月 精密・電子事業本部長兼藤沢事業所長

平成14年６月 常務執行役員

平成16年４月 専務執行役員

平成17年４月 風水力機械カンパニー・プレジデント

平成18年４月 代表取締役

平成18年４月 副社長執行役員（現在）

平成19年４月 環境事業カンパニー・プレジデント

（現在）

平成20年４月 取締役（現在）

取締役

CSR、法務、
人事、総務、
建設業務、
事業所担当
兼CSR統括部
長

神　谷　　　廣 昭和22年12月６日生

昭和46年４月 入社

(注)３ 17

平成９年４月 エンジニアリング事業本部調達統括

平成10年６月 取締役（現在）

平成12年５月 エンジニアリング事業本部調達・QA

統括

平成14年４月 管理本部長兼情報・通信本部長兼羽田

事業所長

平成14年６月 常務執行役員

平成16年４月 専務執行役員（現在）

平成16年４月 管理本部長

平成19年４月 CSR統括部長兼務（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

精密・電子事
業カンパニー
・プレジデン
ト

中　尾　幸　蔵 昭和22年10月29日生

昭和46年４月 入社

(注)３ 12

平成12年４月 精密・電子事業本部副本部長兼営業統

括

平成12年６月 取締役

平成14年６月 上席執行役員

平成16年４月 常務執行役員（現在）

平成16年４月 風水力・精密事業統括精密・電子事業

本部営業統括

平成17年４月 精密・電子事業カンパニー営業統括部

長

平成18年４月 精密・電子事業カンパニー・バイスプ

レジデント兼営業統括部長

平成18年６月 取締役（現在）

平成19年４月 精密・電子事業カンパニー・プレジデ

ント兼営業統括部長

平成20年４月 精密・電子事業カンパニー・プレジデ

ント（現在）

取締役
風水力機械カ
ンパニー・プ
レジデント

鈴　木　厚　郎　 昭和25年１月24日生

昭和47年４月 入社

(注)３ 9

平成12年４月 情報・通信・制御事業本部長

平成12年６月 取締役

平成14年４月 風水力事業本部副本部長兼企画調査統

括 

平成14年６月 上席執行役員 

平成16年４月 常務執行役員（現在） 

平成16年４月 風水力・精密事業統括風水力事業本部

長兼羽田事業所長 

平成16年６月 取締役

平成17年４月 風水力機械カンパニー・バイスプレジ

デント 

平成19年４月 風水力機械カンパニー・プレジデント

（現在） 

平成19年６月 取締役（現在） 

 〔主な兼職の状況〕

平成19年４月 荏原機械（中国）有限公司董事長（現

在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

風水力機械カ
ンパニー・バ
イスプレジデ
ント兼支社支
店統括部長兼
営業統括

白　沢　　　至　 昭和23年８月３日生

昭和47年４月 入社

(注)３ 6

平成14年６月 執行役員

平成16年４月 上席執行役員

平成16年４月 営業本部産業システム事業統括兼総合

・ソリューション事業統括副統括

平成16年６月 取締役

平成17年４月 風水力機械カンパニー民需営業統括部

長兼ソリューション事業部長

平成18年４月 常務執行役員（現在）

平成18年４月 風水力機械カンパニー・バイスプレジ

デント兼民需営業統括部長

平成18年６月 取締役（現在）

平成19年４月 風水力機械カンパニー・バイスプレジ

デント兼営業統括部長

平成20年４月 風水力機械カンパニー・バイスプレジ

デント兼支社支店統括部長兼営業統括

（現在）

　 〔主な兼職の状況〕

平成19年６月 ㈱イースクエア 代表取締役社長

（現在）

取締役

環境事業カン
パニー・バイ
スプレジデン
ト兼環境プラ
ント事業本部
長

艮　　　昭　寛 昭和25年１月５日生

昭和48年４月 入社

(注)３ 7

平成14年６月 執行役員 

平成16年４月 上席執行役員 

平成18年７月 経営・事業企画統括部長

平成19年４月 常務執行役員（現在） 

平成19年４月 環境事業カンパニー・バイスプレジデ

ント兼環境プラント事業本部長

（現在） 

平成19年６月 取締役（現在）

　 〔主な兼職の状況〕

平成20年６月 荏原環境プラント㈱ 代表取締役社長

（現在）

取締役
財務・管理統
括部長

藤　本　哲　司 昭和28年１月９日生

昭和51年４月 入社

(注)３ 39

平成16年４月 執行役員

平成16年４月 管理本部財務・管理統括 

平成17年４月 財務・管理統括部長（現在） 

平成19年６月 取締役（現在） 

平成20年４月 常務執行役員（現在）

取締役

技術・研究開
発統括部長兼
内部統制整備
推進統括部副
統括部長

伊　藤　　　章 昭和25年７月20日生

昭和51年４月 通商産業省入省 

(注)３ 6

平成16年７月 財団法人日本規格協会理事 

平成19年１月 入社 

平成19年４月 執行役員（現在） 

平成19年４月 技術・研究開発統括部長

平成19年６月 取締役（現在） 

平成20年４月

　

技術・研究開発統括部長兼内部統制整

備推進統括部副統括部長（現在） 

 

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 37/117



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役  山　本　哲　也　 昭和11年７月１日生

昭和35年４月 東京芝浦電気株式会社（現株式会社東

芝入社）

(注)３ －

平成４年６月 株式会社東芝取締役

平成６年６月 同社常務取締役

平成７年６月 同社専務取締役

平成８年６月 同社代表取締役副社長

平成12年６月 同社顧問

平成13年５月 日本ＩＥ協会会長

平成16年６月 東芝セラミックス株式会社監査役　

平成17年５月 日本ＩＥ協会名誉会長（現在）

平成20年６月 取締役（現在） 

取締役  落　合　誠　一　 昭和19年４月10日生

昭和49年４月 東京大学法学部助手

(注)３ －

昭和52年４月 成蹊大学法学部助教授

昭和56年４月 同教授

平成２年４月 東京大学大学院法学政治学研究科・法

学部教授

平成19年４月 中央大学法科大学院教授（現在） 

平成19年４月 弁護士登録（現在） 

平成19年４月 西村高等法務研究所所長（現在） 

平成19年６月 東京大学名誉教授（現在） 

平成20年６月 取締役（現在） 

監査役
常勤

 穂　積　通　久 昭和21年１月３日生

昭和44年４月 入社

(注)４ 17

平成10年６月 管理本部財務・管理統括兼財務部長

平成12年６月 取締役

平成12年６月 管理本部副本部長兼財務・管理統括兼

財務部長

平成13年２月 管理本部副本部長兼財務・管理統括

平成14年６月 上席執行役員

平成16年４月 社長付

平成16年６月 監査役（現在）

監査役
常勤

 渡　来　安　雄 昭和20年６月16日生

昭和43年４月 国税庁入庁

(注)４ 5

平成９年７月 名古屋国税不服審判所長

平成10年７月 名古屋高速道路公社理事

平成12年８月 入社

平成13年２月 管理本部監査統括室長

平成13年６月 監査役（現在）

監査役  平　山　正　剛 昭和９年４月15日生

昭和39年４月 弁護士登録

(注)４ 22
昭和58年７月 監査役（現在）

平成10年６月 荏原実業株式会社監査役（現在） 

平成18年４月 日本弁護士連合会会長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

監査役  大　森　義　夫 昭和14年12月22日生

昭和38年４月 警察庁入庁

(注)４ －

昭和60年２月 鳥取県警察本部長

平成元年４月 警視庁公安部長

平成４年９月 警察大学校長

平成５年３月 内閣官房内閣情報調査室長

平成９年４月 日本電気株式会社顧問

平成９年６月 同社常務取締役

平成12年４月 同社取締役常務

平成14年10月 同社取締役専務

平成15年６月 監査役（現在）

平成18年６月 株式会社ライブドア監査役

平成19年４月 株式会社ライブドアホールディングス

監査役

監査役  町　田　祥　弘 昭和42年５月25日生

平成４年４月 早稲田大学商学部助手

(注)４ －

平成12年４月 東京経済大学経営学部助教授

平成14年９月 博士（商学） 

平成17年４月 青山学院大学大学院会計プロフェッ

ション研究科教授（現在） 

平成19年６月 監査役（現在） 

計 161

　（注）１　取締役　山本哲也、同　落合誠一は、会社法第２条15号に定める社外取締役です。

　　　　２　監査役　平山正剛、同　大森義夫、同　町田祥弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

　　　　３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

までです。

　　　　４　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時

までです。

５　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行機

能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しています。

平成20年６月27日現在における執行役員は30名です。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 39/117



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、以下の基本方針に沿って、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」を

構築し、その充実を図っています。

基本方針

　① 取締役会規則を制定し、取締役が職務の遂行をするにあたり法令及び定款に適合する体制を確保する。

  ② 当社及び子会社の法令及び社会規範の遵守体制の基礎として荏原グループ行動基準を定め、全ての取締役に適

　　 用する。

  ③ 企業倫理委員会を設置し、荏原グループ行動基準の遵守状況を調査、確認する。

  ④ 役員服務規律規定を制定し、取締役及び執行役員に適用する。

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

①　会社の機関の内容

[組織形態]

　当社は、監査役設置会社です。

[監査役（会）関係]

　監査役会を設置し、社外監査役３名（本有価証券報告書提出日現在）を含む５名（同左）の監査役が、監査基準

および監査運営指針に基づき、経営における違法・不当な事態の未然防止、早期改革を実施することによって、株

主付託に応えるとともに、会社の社会的信用の維持向上に努めています。

[取締役（会）関係]

　取締役会規則を制定し、取締役が職務の執行をするにあたり法令及び定款に適合する体制を確保すると共に、取

締役による効率的な職務執行を確保するための体制の基礎として、取締役会を毎月定期的に開催するほか、必要

に応じて適時、臨時に開催しています。平成20年6月27日開催の第143回定時株主総会において2名の社外取締役の

選任が決議されました。当社と利害関係のない独立性のある社外取締役の招聘により経営の透明性と客観性の確

保に努め、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を図っていきます。取締役会の議長は社長がこれにあたり、会

を構成する取締役の人数は前述の社外取締役2名（本有価証券報告書提出日現在）を含む11名（同左）です。

[執行役員制度]

　執行役員制度を採用し、取締役の意思決定機能および業務執行監督機能と、各事業部門の執行役員による業務執

行機能を区分していますが、引き続き制度の確立を図ります。

[経営会議]

　経営方針及び経営戦略に関わる事項について、経営会議規定に基づき、毎月定期的に開催される経営会議におい

て広く議論を行う場を設けています。

[経営計画委員会]

　経営管理の状況については、取締役会において少なくとも3ヶ月に一度審議するほか、四半期毎に開催する経営

計画委員会において年度予算執行状況をレビューすることにより定期的に点検しています。

上記機関の概要は下図の通りです。　
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②　内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法の定めに基づき取締役会において内部統制基本方針を決議し、内部統制を推進する社長直轄の部

門を設け、内部統制の体制整備と運用を図りました。当社は、この内部統制基本方針を当社の根本規定の一つとし

て次のとおり定めています。

[会社法の規定に係る体制整備]

１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役会規則を制定し、取締役が職務の遂行をするにあたり法令及び定款に適合するための体制を確保す

る。

(2) 当社及び子会社の法令及び社会規範の遵守体制の基礎として荏原グループ行動基準を定め、全ての取締役に

適用する。

(3) 企業倫理委員会を設置し、荏原グループ行動基準の遵守状況を調査、確認する。

(4) 役員服務規律規定を制定し、取締役に適用する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役は、取締役会議事録等の職務執行に係る情報を適切かつ確実に記録する。

(2) 取締役の職務執行に係る情報については、情報保存管理規定に定める保存年数に従い、電子データによる方

法を含め適切に保存・管理する。

３． 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

(1) リスク・マネジメント・パネルを設置し、コンプライアンスリスクを含め、当社及び子会社のリスク管理を

図る。

(2) 戦略的リスクについては、荏原リスク・マネジメント規定を定め、リスク・マネジメント・パネルにおい

て、全社的なリスク管理体制を決定するほか特にリスクの高い案件についてリスク管理を図る。

(3) オペレーショナル・リスクについては、組織の権限規定及び職務分掌規定に基づき、組織内の担当部門にお

いてリスク管理を図る。

(4) 特定のリスクについては、荏原安全保障・貿易管理委員会、環境統括委員会その他の組織横断的な委員会を

設置し、そのリスクの管理を図る。

(5) 緊急事態（クライシス）については、荏原クライシス・マネジメント規定に基づき、迅速な対応を行いリス

クの管理を図る。
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４． 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 執行役員制度を採用し、業務執行機能については各執行役員に分掌させる。

(2) 取締役の意思決定機能及び業務執行監督機能と各事業部門の執行役員による業務執行機能を区分し、取締

役の職務執行の効率化を図る。

(3) 経営方針、経営戦略等当社及び子会社全体に影響を与える重要事項については、より慎重な検討を行うた

め、取締役会の外に経営会議において審議する。

(4) 経営管理の状況については、取締役会において少なくとも３ヶ月に一度審議する。また、年度予算の執行状

況については、経営計画委員会において、四半期毎に審議する。

５． 従業員の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 法令・社会規範の遵守体制の基礎として、荏原グループ行動基準を全ての従業員に適用する。

(2) 荏原グループ行動基準の遵守等コンプライアンス意識の向上を図るため、教育・研修体制を構築する。

(3) 法令違反その他企業倫理上の問題に関する内部通報制度については、社内の相談窓口及び社外弁護士の相

談窓口を設置する。さらに、職場単位でコンプライアンス・リエゾンを任命し、内部通報制度のより一層

の浸透を図る。

(4) 内部監査部門として執行部門から独立した経営監査室を置き、業務監査・モニタリングを行う。

６． 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

 (1) 当社及び子会社に適用する行動指針として荏原グループ行動基準を定め、子会社をして同基準に基づき　

 関連する諸規定を整備させることによって、当社及び子会社から成る企業集団における法令・社会規範

 の遵守体制を整備する。

(2) 荏原グループ行動基準の遵守等企業倫理・コンプライアンス意識の向上を図るため、子会社においても教

育・研修体制を構築させる。

(3) 内部統制の構築及びその適切な運用を図るため、子会社においても、内部統制基本方針を制定させ、その定

期的な見直しにより内部統制体制の改善・整備を図らせる。

(4) 法令違反その他企業倫理上の問題に関する内部通報制度については、子会社においても社内及び社外に相

談窓口を設置する。

(5) 当社の子会社経営に対する管理は関係会社管理準則に基づいて行い、その定めに従って報告を受け、必要な

決裁を実施する。

(6) 経営管理の状況については、各カンパニーにおける経営方針の下、グループ経営計画委員会にて年度予算計

画を決定し、子会社各社の事業計画の進捗状況等を定期的にレビューする。

 ７．　反社会的勢力との関係遮断を図るための体制

　　　反社会的勢力に対していかなる名目であれ、何らの経済的利益、便益、特典、恩恵等与えず、反社会的

　勢力の利益となることを目的とした活動も行わないための体制を整備する。

 ８．　監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制

 (1) 監査役会の下に監査役室を設置し、監査体制の強化を図る。

(2) 監査役補助者については、監査役会との協議の上、当社の従業員から任命し、監査役室に所属させ、その独

立性を確保する。

 ９．　監査役補助者の取締役からの独立性に関する事項

 (1) 監査役補助者は、業務の執行にかかる職務を兼務しないものとする。

 (2) 監査役補助者の人事異動、評価等については、人事担当取締役が監査役会の同意を得た上で決定する。

 10．　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

 (1) 監査役が年度監査計画に基づいて監査を実施するにあたり、当該担当取締役及び従業員は、経営課題の実

施状況及び業務の適法・適正に関する情報を提供する。

 (2) 内部通報制度を管理運用する部門は、その実施状況について適宜監査役に報告する。

 (3) 取締役及び従業員から監査役に対して法令違反その他企業倫理上の問題を報告するため、監査役ホットラ

イン制度を設置する。 

11．　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 (1) 代表取締役社長と監査法人のそれぞれが監査役会と３ヶ月に一度情報・意見交換を行うこととする。これ

により、監査役による監査の実効性を確保する。
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 (2) 内部監査を担当する経営監査室は、定期的に監査役と情報交換を行い、連携を図ることによって、監査役に

よる監査業務の効率向上に資する。

[金融商品取引法の規定に係る体制整備]

12. 　財務報告の信頼性を確保するための体制

 (1) 財務報告の信頼性を確保するために整備・運用すべき内部統制の範囲及び水準を定める。

 (2) 内部統制を組織内の全社レベル及び業務プロセスのレベルにおいて実施するため、

・全般的統制

・決算・財務報告プロセス

・その他業務プロセス

の各項目毎に、内部統制を整備し、その結果を記録・保存する。

 (3) 前項の各項目毎及び各業務プロセス毎に、その整備・運用状況について独立した立場の組織による有効性

評価を行い、その結果を記録・保存する。

 (4) 経営監査室は、内部統制の整備状況に関し監査を行う。

　　　上記基本方針に定めた事項の遂行状況に関し、期末時点において全取締役による自己点検・評価を実施しました。

その結果を踏まえ、次年度の内部統制整備活動の改善と推進を図ります。

③　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、社長直轄の組織として「経営監査室」（8名）を設置しています。同室は、内部監査規定に

基づき、社内各部門のコンプライアンス、リスク・マネジメント及び内部統制を評価するために内部監査を実施

しています。今年度は、会社法に係る内部統制推進状況、金融商品取引法（日本版SOX法）に係る内部統制整備状

況、下請取引及び入札談合防止に係る適正取引状況、販売手数料支払管理状況などの内部監査を実施しました。こ

れらの監査を通じて被監査部門に対し助言、改善勧告を行うとともにその結果を社長に報告しています。また、監

査結果の概要は全取締役及び常勤監査役で構成される企業倫理委員会にも報告されています。

　監査役監査については、監査基準に準拠し監査の方針及び職務の分担に従い、取締役の職務執行について監査を

実施しています。

　監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査しています。また、内部統制の整備状況について取締役等から報告を受け、監視及び検証を行っています。

　会計監査人の監査については、監査役は定期的にその往査及び監査講評に立ち会うほか、会計監査人に対し監査

の状況及び結果について、報告を求めています。また必要に応じて会計監査人と会合をもち、情報・意見交換を行

い、効率的な監査が実施されるよう努めています。

　内部監査担当と監査役とは次のように連携を図っています。

　1.情報交換及び意見交換を必要の都度行っています。

　2.監査役会と代表取締役（または監査法人）との会合に経営監査室が参加しています。

　3.グループ監査役連絡会に経営監査室が参加し意見交換を行っています。

　4.経営監査室が計画し実施する内部監査の一部に監査役が参加しています。

④　会計監査の状況

  会計監査については、会社法および金融商品取引法監査について監査契約を締結している聖橋監査法人が監査

を行っています。

　会計監査業務を執行する公認会計士は、橋本二郎、松田信彦及び永田敬であり、聖橋監査法人に所属しています。

監査年数は橋本二郎が16年、松田信彦が1年、永田敬が3年であり、平成16年４月１日より適用されている公認会計

士法第34条の11の３に定める業務執行社員のローテーション制度の実質起算日たる平成14年４月１日からの監

査年数は、橋本二郎が6年、松田信彦が1年、永田敬が3年です。また当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士5

名、会計士補2名です。  

⑤　会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　取締役11名のうち2名が社外取締役です。社外取締役と当社との間に特別な利害関係はありません。

　監査役5名のうち3名が社外監査役です。社外監査役である平山正剛氏は当社株式22千株を保有していますが、そ

れ以外に社外監査役と当社との間に特別な利害関係はありません。

(2）リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理体制の整備の状況については、前項(1)の②で記述した、内部統制基本方針の中の「3.損失の危険の管理

に関する規定その他の体制」のとおりです。
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(3）役員報酬の内容

  当事業年度の取締役及び監査役に対する報酬等の額は以下のとおりです。

      取締役に対する報酬等　　   115百万円 

      監査役に対する報酬等    　　65百万円

　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の報酬は含まれておりません。

(4）監査報酬の内容

  当事業年度に監査法人に支払った監査報酬の額

      公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬

46百万円

(5）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

法令の定める限度まで限定する契約を締結しています。なお、その責任限定が認められるのは、その責任の原因と

なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限ります。

(6）取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めています。

(7）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。

(8）株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

　当社は、自己の株式の取得について、機動的に自己株式の取得を行うことを目的として、取締役会の決議によって

自己の株式を取得することができる旨定款に定めています。

　また、当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めています。

(9）株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を可能にするため、会社

法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を保有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ています。

  また、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則第３項のただし書きに

より、改正後の連結財務諸表規則を早期に適用しています。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

  また、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月26日　内閣府令第88号）附則第３項のただし書きによ

り、改正後の財務諸表等規則を早期に適用しています。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、聖橋監査法人に

より監査を受けています。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　
　

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  66,085   70,252  

２　受取手形及び売掛金  ※５  225,004   215,790  

３　有価証券 　  0   18,907  

４　たな卸資産 　  96,589   81,177  

５　繰延税金資産 　  14,765   12,075  

６　その他 　  31,227   19,368  

７　貸倒引当金 　  △2,004   △636  

流動資産合計 　  431,669 69.1  416,935 68.7

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 ※１
※３

      

１　建物及び構築物 　  31,847   30,238  

２　機械装置及び運搬具 　  36,990   36,922  

３　土地 　  18,883   19,566  

４　建設仮勘定 　  4,739   10,747  

５　その他 　  5,814   5,392  

有形固定資産合計 　  98,276 15.7  102,867 16.9

(2）無形固定資産 　       

１　ソフトウェア 　  3,315   2,792  

２　のれん 　  5,046   3,477  

３　その他 　  5,903   4,420  

無形固定資産合計 　  14,264 2.3  10,691 1.8

(3）投資その他の資産 　       

１　投資有価証券
※２
※３

 37,583   27,425  

２　長期貸付金 　  3,857   6,480  

３　繰延税金資産 　  25,128   13,222  

４　その他 ※２  16,974   41,186  

５　貸倒引当金 　  △1,096   △11,692  

６　投資評価引当金 　  △1,624   △111  

投資その他の資産合計 　  80,821 12.9  76,512 12.6

固定資産合計 　  193,363 30.9  190,071 31.3

資産合計 　  625,032 100.0  607,006 100.0
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※５  167,880   150,763  

２　短期借入金 　  69,035   66,883  

３　コマーシャルペーパー 　  15,000   ―  

４　一年以内償還社債 　  14,000   10,200  

５　未払法人税等 　  2,911   5,467  

６　繰延税金負債 　  5   111  

７　賞与引当金 　  7,274   7,357  

８　役員賞与引当金 　  159   153  

９　完成工事保証損失引当金 　  3,321   4,674  

10　工事損失引当金 　  669   17,129  

11　独禁法違反に係る損失引
当金

　  920   962  

12　訴訟損失引当金 　  ―   200  

13　土地売却費用引当金 　  ―   2,774  

14　その他 　  40,856   43,382  

流動負債合計 　  322,035 51.5  310,060 51.1

Ⅱ　固定負債 　       

１　社債 　  30,300   20,000  

２　新株予約権付社債 　  40,000   40,000  

３　長期借入金 　  45,013   47,375  

４　繰延税金負債 　  880   956  

５　退職給付引当金 　  29,145   27,495  

６　役員退職慰労引当金 　  969   583  

７　土地売却費用引当金 　  ―   2,800  

８　債務保証損失引当金 　  71   10  

９　その他 　  1,646   2,461  

固定負債合計 　  148,027 23.7  141,682 23.3

負債合計 　  470,063 75.2  451,743 74.4
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  61,284 9.8  61,284 10.1

２　資本剰余金 　  65,212 10.4  65,212 10.7

３　利益剰余金 　  19,455 3.1  24,256 4.0

４　自己株式 　  △92 △0.0  △134 △0.0

　　株主資本合計 　  145,858 23.3  150,618 24.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  6,766 1.1  2,917 0.5

２　繰延ヘッジ損益 　  13 0.0  6 0.0

３　為替換算調整勘定 　  △1,383 △0.2  △2,298 △0.4

　　評価・換算差額等合計 　  5,396 0.9  625 0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  3,714 0.6  4,020 0.7

純資産合計 　  154,969 24.8  155,263 25.6

負債純資産合計 　  625,032 100.0  607,006 100.0
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②【連結損益計算書】

　
　

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  538,097 100.0  567,190 100.0

Ⅱ　売上原価 　  434,934 80.8  469,865 82.8

売上総利益 　  103,163 19.2  97,325 17.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　販売手数料 　 5,330   4,943   

２　荷造・輸送費 　 4,354   5,073   

３　販売促進費 　 1,296   1,314   

４　貸倒引当金繰入 　 142   205   

５　人件費 　 37,277   37,566   

６　賞与引当金繰入 　 1,336   1,219   

７　役員賞与引当金繰入 　 44   95   

８　退職給付費用 　 2,722   2,557   

９　役員退職慰労引当金繰入 　 202   121   

10　旅費交通費 　 4,211   4,252   

11　租税公課 　 1,498   1,797   

12　減価償却費 　 2,790   2,765   

13　のれん償却額 　 744   656   

14　研究開発費 ※１ 11,357   10,811   

15　その他 　 16,603 89,914 16.7 17,928 91,308 16.1

営業利益 　  13,249 2.5  6,016 1.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 492   702   

２　受取配当金 　 3,208   1,515   

３　保険金収入 　 202   182   

４　為替差益 　 ―   69   

５　持分法投資利益 　 ―   126   

６　その他 　 1,088 4,992 0.9 1,307 3,903 0.7

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 3,738   3,987   

２　貸倒引当金繰入 　 274   826   

３　為替差損 　 50   ―   

４　持分法投資損失 　 1,131   ―   

５　その他 　 2,631 7,827 1.5 2,349 7,163 1.3

経常利益 　  10,414 1.9  2,757 0.5

 

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 49/117



　
　

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※２ 647   72,413   

２　投資有価証券等売却益 　 7,246   1,724   

３　貸倒引当金戻入益 　 44   ―   

４　投資評価引当金戻入益 　 ―   135   

５　債務保証損失引当金戻入
益

　 212   66   

６　償却債権取立益 　 ― 8,150 1.5 230 74,571 13.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※３ 146   58   

２　固定資産廃却損 ※４ 283   2,363   

３　関係会社等整理損 　 1,443   1,998   

４　減損損失 ※５ 341   902   

５　投資有価証券等売却損 　 0   481   

６　投資有価証券等評価損 　 44   1,036   

７　棚卸資産評価損 　 ―   6,095   

８　投資評価引当金繰入 　 197   ―   

９　独禁法違反に係る損失 　 1,927   6   

10　独禁法違反に係る損失引
当金繰入

　 920   298   

11　特定完成工事保証損失 　 ―   5,278   

12　特定工事損失引当金繰入
損

　 ―   13,658   

13　特定プロジェクト中止損
失

※７ ―   9,864   

14　過年度損益修正損 ※６ 1,183   ―   

15　訴訟和解金及び訴訟関連
費用

　 959   ―   

16　訴訟損失引当金繰入損 　 ―   200   

17　特別退職金 ※８ ― 7,447 1.4 1,500 43,742 7.7

税金等調整前当期純利
益

　  11,117 2.1  33,585 5.9

法人税、住民税及び事業
税

　 4,161   9,088   

法人税等調整額 　 2,535 6,697 1.2 17,436 26,524 4.7

少数株主損益 　  （加算)1,026 0.2  （加算)547 0.1

当期純利益 　  5,446 1.0  7,608 1.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

61,283 65,211 16,965 △54 143,406

連結会計年度中の変動額      

新株予約権の行使による新株の
発行

0 0   0

剰余金の配当(注)   △3,169  △3,169

当期純利益   5,446  5,446

連結子会社の増加に伴う変動額   524  524

連結子会社の減少に伴う変動額   489  489

持分法適用会社の増加に伴う変
動額

  △801  △801

自己株式の取得    △43 △43

自己株式の処分   △0 4 4

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

0 0 2,489 △38 2,451

平成19年３月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 19,455 △92 145,858

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

13,476 － △3,188 10,288 5,021 158,716

連結会計年度中の変動額       

新株予約権の行使による新株の
発行

   ―  0

剰余金の配当    ―  △3,169

当期純利益    ―  5,446

連結子会社の増加に伴う変動額    ―  524

連結子会社の減少に伴う変動額    ―  489

持分法適用会社の増加に伴う変
動額

   ―  △801

自己株式の取得    ―  △43

自己株式の処分    ―  4

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△6,710 13 1,805 △4,891 △1,307 △6,199

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△6,710 13 1,805 △4,891 △1,307 △3,747

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,766 13 △1,383 5,396 3,714 154,969

 (注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 19,455 △92 145,858

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △3,169  △3,169

当期純利益   7,608  7,608
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

連結子会社の増加に伴う変動額   362  362

自己株式の取得    △49 △49

自己株式の処分   △1 8 6

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    ―

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 4,801 △41 4,759

平成20年３月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 24,256 △134 150,618

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,766 13 △1,383 5,396 3,714 154,969

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当    ―  △3,169

当期純利益    ―  7,608

連結子会社の増加に伴う変動額    ―  362

自己株式の取得    ―  △49

自己株式の処分    ―  6

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△3,848 △6 △915 △4,771 306 △4,465

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△3,848 △6 △915 △4,771 306 294

平成20年３月31日　残高
（百万円）

2,917 6 △2,298 625 4,020 155,263
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
　

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　税金等調整前当期純利益 　 11,117 33,585

２　減価償却費 　 12,842 15,316

３　減損損失 　 341 902

４　（投資）有価証券売却損益 　 △7,246 △1,243

５　独禁法違反に係る損失 　 2,847 304

６　和解金及び訴訟関連費用 　 959 200

７　引当金の増減 　 △2,567 30,044

８　固定資産売却損益 　 △500 △77,930

９　その他の非資金損益 　 3,753 5,738

10　受取利息及び受取配当金 　 △3,701 △2,217

11　支払利息 　 3,738 3,987

12　売上債権の増加額（△）又は減少額 　 2,068 △1,626

13　たな卸資産の減少額又は増加額（△） 　 △11,867 10,906

14　仕入債務の増加額又は減少額（△） 　 6,783 △13,378

15　その他の資産・負債の増減 　 △3,077 △3,169

小計 　 15,491 1,421

16　利息及び配当金の受取額 　 3,816 2,278

17　利息の支払額 　 △3,451 △4,138

18　独禁法違反・訴訟等に係る支払額 　 △1,998 △834

19　法人税等の支払額 　 △4,314 △5,043

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 9,543 △6,316

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　固定資産の売却による収入 　 2,606 64,286

２　固定資産の取得による支出 　 △17,489 △16,729

３　投資有価証券等の売却による収入 　 10,179 5,040

４　投資有価証券の取得による支出 　 △2,703 △1,113

５　有価証券の取得による支出 　 ― △17,800

６　定期預金への預入 　 ― △2,200

７　その他の投資に係る収入又は取得支出（純
額）

　 764 933

８　貸付金の回収による収入 　 4,107 4,039

９　貸付による支出 　 △6,200 △5,568

10　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得  ※２ △1,620 ―

11　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却  ※３ △194 881

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △10,549 31,770
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　社債の発行による収入 　 39,924 ―

２　社債の償還による支出 　 △20,118 △14,100

３　短期借入による収入 　 56,490 133,717

４　短期借入金の返済による支出 　 △58,748 △153,550

５　長期借入による収入 　 2,668 15,589

６　長期借入金の返済による支出 　 △608 △907

７　少数株主への株式発行による収入 　 919 1,007

８　自己株式の取得処分による収支 　 △38 △39

９　配当金の支払額 　 △3,169 △3,169

10　少数株主への配当金 　 △153 △355

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 17,166 △21,807

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1,691 △747

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額
（△）

　 17,852 2,898

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 47,510 66,086

Ⅶ　連結子会社の異動による現金及び現金同等物
の期首残高の増加

　 723 174

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 66,086 69,160
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　56社

主要な連結子会社の名称

「第１　企業の概況」の「４　関係会社の状況」に

記載しています。

連結の範囲に関する重要性の判断基準にした

がって以下の子会社を連結の範囲に含めること

としました。

荏原環境エンジニアリング㈱

Elliott Ebara Servicos para Equipmentos

  Rotativos Ltda.

㈱由倉

　㈱由倉は平成18年６月付で荏原ハイドロテッ

ク㈱を存続会社とする合併を行いました。存続

会社は合併日をもって商号を㈱荏原由倉ハイ

ドロテックに変更しました。

Ebara-Elliott Service (Taiwan) Co., Ltd.

Elliott Ebara Singapore Pte. Ltd.

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　55社

主要な連結子会社の名称

「第１　企業の概況」の「４　関係会社の状況」に

記載しています。

連結の範囲に関する重要性の判断基準にした

がって以下の子会社を連結の範囲に含めること

としました。

嘉利特荏原ポンプ業有限公司(ポンプの中国語

表記は石の下に水です）

以下の会社は持分の一部売却により関連会社と

なったため、連結の範囲から除いています。

ITエンジニアリング㈱

以下の会社は持分の売却により子会社ではなく

なったため、連結の範囲から除いています。

㈱マツボー

Elliott Energy Systems, Inc.

以下の会社は会社清算のため、連結の範囲から除

いています。

荏原汎用送風機㈱

 

(2）主要な非連結子会社の名称

台湾荏原電産股?有限公司

P.T. Ebara Indonesia

(2）主要な非連結子会社の名称

同左

(3）非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等のいずれも重要性が乏しいため連

結の範囲から除いています。

(3）同左

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社数　　　　１社

重要性の判断基準にしたがって以下の会社に持分

法を適用しました。

Ebara Espana Bombas S.A.

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社数　　　　１社

Ebara Espana Bombas S.A.

(2）持分法を適用した関連会社数　　　　　　２社

重要性の判断基準にしたがって以下の会社に持分

法を適用しました。

ITエンジニアリング㈱

㈱イービーム

(2）持分法を適用した関連会社数　　　　　　１社

ITエンジニアリング㈱

以下の会社は清算のため持分法の範囲から除外し

ています。

㈱イービーム

(3）持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連

会社の名称

（非連結子会社）

主要な非連結子会社の名称に同じ

（関連会社）

Hyosung-Ebara Co., Ltd.

(3）持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連

会社の名称

（非連結子会社）

同左

（関連会社）

同左

(4）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、

その当期純損益及び利益剰余金等のいずれも重要

性が乏しいため持分法の適用の範囲から除いてい

ます。

(4）同左
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社及び荏原バラード㈱、㈱荏原エリオッ

トの決算日は12月31日です。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っています。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

時価のあるその他有価証券

連結会計年度期末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないその他有価証券

総平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

同左

時価のあるその他有価証券

同左

時価のないその他有価証券

同左

たな卸資産……製品及び材料・貯蔵品は総平均法

（精密・電子事業は移動平均法）

による原価法、販売用不動産及び仕

掛品は個別原価法を採用していま

す。

たな卸資産……製品及び材料・貯蔵品は総平均法

　　　　　　 （精密・電子事業は移動平均法）に

　　　　　　　よる原価法(貸借対照表価額は収益

　　　　　　　性の低下に基づく簿価切下げの方

　　　　　　　法により算定)、販売用不動産及び

　　　　　　　仕掛品は個別原価法(貸借対照表価

　　　　　　　額は収益性の低下に基づく簿価切

　　　　　　　下げの方法により算定)を採用して

　　　　　　　います。

(2）減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産

主として、法人税法に規定する方法と同一の基準

による定率法を採用しています。

ただし平成10年４月１日以降取得した建物につ

いては、定額法を採用しています。

また、在外連結子会社は定額法によっています。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、一括償却資産として法人税

法に規定する方法により、３年間で均等償却する

方法を採用しています。

(2）減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産

　同左

②　無形固定資産及び投資その他の資産

主として、法人税法に規定する方法と同一の基準

による定額法を採用しています。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しています。

②　無形固定資産及び投資その他の資産

同左

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については実績繰入率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給

見込額に基づき計上しています。

②　賞与引当金

同左

③　役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上し

ています。

③　役員賞与引当金

同左

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しています。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の年数を償却期間とする定率法により、残高の一

定割合を翌連結会計年度より費用処理していま

す。

④　退職給付引当金

同左

⑤　役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

引当計上しています。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

⑥　投資評価引当金

関係会社株式の価値の減少に備えるため、為替の

著しい変動および投資先の財政状態の実情を勘

案し、見積計上しています。

⑥　投資評価引当金

同左

⑦　債務保証損失引当金

関係会社に係る債務保証の損失に備えるため、当

該関係会社の資産内容を勘案して損失見込額を

計上しています。

⑦　債務保証損失引当金

同左

⑧　完成工事保証損失引当金

完成工事に係る瑕疵担保費用の支出に備えるた

め、完成工事高に対し合理的に算出した発生比率

を乗じた見積保証額を計上しています。

⑧　完成工事保証損失引当金

同左

⑨　工事損失引当金

請負工事の損失発生に備えるため、未引渡工事の

うち損失が発生する可能性が高く、工事損失額を

期末において合理的に見積ることができる工事

については、当該損失見込額を引当計上していま

す。

⑨　工事損失引当金

同左

⑩　独禁法違反に係る損失引当金

独占禁止法違反に係る損失に備えるため、損失

見込額を計上しています。

⑩　独禁法違反に係る損失引当金

同左

⑪　――――― ⑪　訴訟損失引当金

訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額を

計上しています。

⑫　――――― ⑫　土地売却費用引当金

当社羽田工場の土地売却に伴い、明け渡しまで

に要する原状復旧費用、富津新工場への移転費

用等の見込額を計上しています。
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

(4）収益の計上基準

工期1年超、請負金額1億円以上の長期請負工事につ

いては、工事進行基準を適用しています。

なお、工事進行基準によった売上高は104,933百万円

です。

風力発電事業における長期契約のうち、将来「請求

可能な単価」が逓減する契約については、「精算単

価」又は「契約期間に渡る加重平均単価」に基づ

いて計上する方法によっています。「請求可能な単

価」に基づく売上高と、当該単価に基づく売上高と

の差額は、「請求可能な単価」が逓減する連結会計

年度の収益として、繰延処理を行い、当該繰延金額

は固定負債の「その他」に含めて計上しています。

(4）収益の計上基準

工期1年超、請負金額1億円以上の長期請負工事につ

いては、工事進行基準を適用しています。

なお、工事進行基準によった売上高は134,570百万円

です。

　　同左

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。また、為替予

約、通貨オプション等が付されている外貨建金銭

債権債務については振当処理を行い、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては特例処理

を採用しています。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引、通貨スワップ取

引、金利スワップ取引等

ヘッジ対象……外貨建資産・負債の保有及び予

定取引に係る為替変動リスク、資

金の運用・調達に係る金利変動

リスク

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

当社の内部規定であるリスク管理方針、関係会社

向けの資金運用管理規定に基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッジしています。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

上記②に係る金利変動リスク

ヘッジ取引開始から有効性判定時点までのヘッ

ジ対象及びヘッジ手段それぞれのキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、ヘッジの有効性を判

定しています。但し、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては有効性の判定を省略して

います。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

上記②に係る為替変動リスク

ヘッジ取引毎にヘッジ対象とヘッジ手段の対応

を確認することで有効性の判定に代えています。

　

(7）消費税等の会計処理

税抜方式を採用しています。

(7）消費税等の会計処理

同左
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

(8）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

(8）連結納税制度の適用

同左

(9）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

―――――

(9）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

―――――

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法については全

面時価評価法によっています。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び負ののれんは20年以内の合理的な償却期

間を設定し、定額法により償却しています。また重要

性の乏しいものについては当該勘定が生じた期の損

益として処理しています。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期投資からなっ

ています。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

会計処理の変更

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日)を適用しております。

 これまでの資本の部に相当する金額は151,241百万円で

す。

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

（減価償却資産の償却方法）

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以降取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しています。これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ414百万円減少していま

す。

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載し

ています。

（企業結合に係る会計基準）

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準第7号 平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成

18年12月22日)を適用しています。

（たな卸資産の評価基準及び評価方法）

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第

９号　平成18年７月５日)が平成20年３月31日以前に開始

する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を

適用しています。

 これにより、税金等調整前当期純利益は、6,095百万円減少

しています。

 この変更が当下半期に行われたのは、棚卸資産の評価に

関する会計基準に係る受入準備が当下半期に整ったこと

によります。

 なお、当中間連結会計期間は従来の方法によっています

が、変更を行った場合と比べ、税金等調整前中間純損失は

6,095百万円少なく計上されています。
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

（風力発電事業の売上高）

 風力発電事業の売上高については、従来、「請求可能な単

価」を基に計上していましたが、風力発電事業において

は、長期契約に基づき、階段状に「請求可能な単価」が逓

減するものがあります。当該契約における収益をより適切

に期間配分し費用と対応させるため、当連結会計年度より

将来「請求可能な単価」が逓減する契約については、「精

算単価」又は「契約期間に渡る加重平均単価」に基づい

て計上する方法を適用することとしました。 

 当該単価に基づく売上高と、「請求可能な単価」に基づ

く売上高との差額は、「請求可能な単価」が逓減する連結

会計年度の収益として、繰延処理を行い、当該繰延金額は

固定負債の「その他」に含めて計上しています。

 なお、この変更に伴い、将来に繰延べることとなる過年度

収益を、固定負債のその他に計上するとともに、特別損失

処理を行っています。

 この結果、従来の方法に比し、当連結会計期間の売上高及

び営業利益はそれぞれ243百万円少なく、経常利益は260百

万円少なく、税金等調整前当期純利益は1,443百万円少なく

表示されています。また、固定負債が1,409百万円多く計上

されています。

 この変更が当下半期に行われたのは、風力発電事業にお

いては、事業開始から年月が経過し、当初に比べて事業が

安定してきたため、契約に基づく階段状の「請求可能な単

価」よりも加重平均単価での計算が、より適切な収益計上

方法として実態を反映しているとの判断を当連結会計年

度の下期に行ったことによるものです。

　また、当中間連結会計期間においては従来の方法によっ

ており、変更を行った場合と比べ、売上高は114百万円多

く、営業損失は114百万円少なく、経常損失は122百万円少

なく、税金等調整前中間純損失は1,305百万円少なく計上さ

れています。また。固定負債が1,279百万円少なく計上され

ています。

―――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

（連結貸借対照表）

 前連結会計年度において、無形固定資産に掲記していた

「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「のれん」と表

示しています。また、固定負債に掲記していた「連結調整

勘定」は、当連結会計年度より「負ののれん」と掲記する

ことにしましたが、その金額に重要性が無いため固定負債

の「その他」に含めて表示しています。なお、当連結会計

年度において固定負債の「その他」に含めた「負ののれ

ん」は２百万円です。

 前連結会計年度において無形固定資産の「その他」に含

めていた「営業権」は、当連結会計年度から「のれん」に

含めて表示しています。なお、当連結会計年度において

「のれん」に含めた「営業権」の金額は2,575百万円です。

―――――

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、販売費及び一般管理費に掲記

していた「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から

「のれん償却額」と表示しています。

 

　　　追加情報

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

――――― （既存固定資産の残存価額の減価償却）

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均

等償却し、減価償却に含めて計上しています。

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ581百万円減少しています。

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載し

ています。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は171,139百万円で

す。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は173,813百万円で

す。

※２　投資その他の資産のうち、非連結子会社及び関連会

社に対するものは以下のとおりです。

※２　投資その他の資産のうち、非連結子会社及び関連会

社に対するものは以下のとおりです。

投資有価証券（株式） 7,331百万円

その他（出資金）  6,275百万円

投資有価証券（株式） 6,327百万円

その他（出資金） 5,092百万円

※３　担保資産 ※３　担保資産

（借入金の担保） （借入金の担保）

建物及び構築物  1,557百万円

機械装置及び運搬具       10,651百万円

土地       824百万円

投資有価証券       4,213百万円

計      17,246百万円

建物及び構築物 2,089百万円

機械装置及び運搬具 9,789百万円

土地 955百万円

投資有価証券 2,823百万円

計 15,657百万円

借入金額 借入金額

短期借入金    1,524百万円

長期借入金      9,775百万円

上記のうち財団抵当に供しているものは以下のと

おりです。

建物及び構築物    906百万円

機械装置及び運搬具  109百万円

土地    501百万円

計       1,517百万円

短期借入金 1,311百万円

長期借入金 9,470百万円

上記のうち財団抵当に供しているものは以下のと

おりです。

建物及び構築物 670百万円

機械装置及び運搬具 88百万円

土地 507百万円

計 1,266百万円

借入金額 借入金額

短期借入金       600百万円

長期借入金    245百万円

短期借入金 140百万円

長期借入金 66百万円

（借入目的以外の担保） （借入目的以外の担保）

投資有価証券 546百万円 投資有価証券 62百万円

４　偶発債務

(1）従業員の銀行借入に対する保証　 　988百万円

(2）非連結子会社及び関連会社の銀行借入等に対す

る保証

４　偶発債務

(1）従業員の銀行借入に対する保証　   801百万円

(2）非連結子会社及び関連会社の銀行借入等に対す

る保証

㈱大岩マシナリー 3,713百万円

㈱イースクエア 2,668百万円

波崎ウインドファーム㈱ 1,270百万円

その他16社  3,854百万円

㈱大岩マシナリー 3,097百万円

㈱イースクエア 2,370百万円

Ebara Boshan Pumps 1,309百万円

波崎ウインドファーム㈱  1,270百万円

Ebara Machinery (China) 1,153百万円

その他10社 2,527百万円

(3）取引先の銀行借入等に対する保証 (3）取引先の銀行借入等に対する保証

㈱トーメンパワー寒川 173百万円 ㈱トーメンパワー寒川 149百万円

 (4）手形債権流動化に伴う買戻し義務額

　 6,837百万円

 (4）手形債権流動化に伴う買戻し義務額

　 584百万円
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※５　連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しています。なお、当

連結会計年度の末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれています。

受取手形 1,596百万円

支払手形     5,798百万円

　５　―――――

  ６　当座貸越契約およびコミットメントライン

当社においては、代替流動性の充実を目的に当座貸

越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりです。

種別 　

当座貸越極度額       13,900百万円

コミットメントライン       36,600百万円

借入実行残高 ―百万円

     差引額       50,500百万円

  ６　当座貸越契約およびコミットメントライン

当社においては、代替流動性の充実を目的に当座貸

越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりです。

種別 　

当座貸越極度額 13,900百万円

コミットメントライン 36,600百万円

借入実行残高 ―百万円

     差引額 50,500百万円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※１　研究開発費

研究開発費の総額は、11,357百万円です。

※１　研究開発費

研究開発費の総額は、10,811百万円です。

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬具   27百万円

土地          617百万円

その他    1百万円

計       647百万円

建物及び構築物 33百万円

機械装置及び運搬具 95百万円

土地 77,852百万円

土地売却費用引当金繰入 △5,574百万円　

その他 7百万円

計 72,413百万円

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳

建物及び構築物 24百万円

機械装置及び運搬具 57百万円

土地    18百万円

その他 45百万円

計     146百万円

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 10百万円

土地 27百万円

その他 15百万円

計 58百万円

※４　固定資産廃却損の内訳 ※４　固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 43百万円

機械装置及び運搬具        146百万円

その他の有形固定資産 92百万円

ソフトウェア 1百万円

その他の無形固定資産 0百万円

計          283百万円

建物及び構築物 163百万円

機械装置及び運搬具 1,003百万円

その他の有形固定資産 606百万円

ソフトウェア 329百万円

その他 260百万円

計 2,363百万円
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※５　減損損失 ※５　減損損失

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所

風力発電設備  機械装置、

 その他の無

 形固定資産

 北海道苫前郡羽

 幌町

風力発電設備  機械装置、

 建物及び構

 築物、その

 他の有形固

 定資産、そ

 の他の無形

 固定資産

 北海道留萌市

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所

 賃貸住宅  土地、建物

 及び構築物

 神奈川県三浦市

 賃貸住宅  土地、建物

 及び構築物

 東京都豊島区

 のれん  のれん ㈱荏原由倉ハイ

ドロテック

 駐車場  土地  大阪市福島区 

 遊休資産  その他の無

 形固定資産

 東京都大田区

 遊休資産  機械装置及

 びその他の

 有形固定資

 産

 東京都品川区

(2）資産のグルーピングの概要

当社グループの資産のグルーピングは、事業の種類

別セグメントを基にしていますが、遊休資産につい

ては個々の物件をグルーピングの単位としていま

す。

(2）資産のグルーピングの概要

当社グループの資産のグルーピングは、事業の種類

別セグメントを基にしていますが、遊休資産につい

ては個々の物件をグルーピングの単位としていま

す。

(3）減損損失の認識に至った経緯

継続して営業損益が悪化しているため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額しました。

(3）減損損失の認識に至った経緯

のれんについては、株式取得時に検討した事業計画

において当初想定していた収益が見込めなくなった

ため、減損損失として認識しています。

賃貸資産及び遊休資産については、帳簿価額に比し

時価が著しく下落したため、帳簿価額を回収可能額

まで減額しました。

(4）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを4.0%で割り引いて算定してい

ます。

(4）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値又は正味売却価額により

算定しています。土地、建物及び構築物については不

動産鑑定評価額により測定しています。

使用価値により回収可能価額を測定する場合の将来

キャッシュ・フローの割引率は4.0%です。

(5）減損損失の金額

機械装置 328百万円

建物及び構築物 2百万円

その他の有形固定資産 0百万円

その他の無形固定資産 10百万円

計    341百万円

(5）減損損失の金額

機械装置 6百万円

建物及び構築物 12百万円

土地 84百万円

その他の有形固定資産 0百万円

のれん 781百万円

その他の無形固定資産 17百万円

計 902百万円

※６　過年度損益修正損

当連結会計年度より、風力発電事業の売上高計上基

準を変更し、将来に繰延べることとなる過年度収益

を負債の部に計上したことに伴うものです。

　６　―――――
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

　７　――――― ※７　特定プロジェクト中止損失の内訳

貸倒引当金繰入 8,821百万円

たな卸資産評価損 1,042百万円

　８　――――― ※８　特別退職金

早期退職特別優遇制度の実施に伴う特別退職加算

金です。

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注１） 422,724,750 908 － 422,725,658

合計 422,724,750 908 － 422,725,658

自己株式     

普通株式（注２、３） 110,650 89,084 9,543 190,191

合計 110,650 89,084 9,543 190,191

 　（注）　１　普通株式の発行済株式数の増加908株は、転換社債の転換による増加です。

 　　　　　２　普通株式の自己株式の株式数の増加89,084株は、単元未満株式の買取による増加です。

 　　　　　３　普通株式の自己株式の株式数の減少9,543株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 3,169 7.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,169 利益剰余金 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 422,725,658 ― ― 422,725,658

合計 422,725,658 ― ― 422,725,658

自己株式     

普通株式（注１、２） 190,191 93,192 16,133 267,250

合計 190,191 93,192 16,133 267,250

 　（注）　１　普通株式の自己株式の株式数の増加93,192株は、単元未満株式の買取による増加です。

 　　　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少16,133株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,169 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 3,168 利益剰余金 7.5 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金      66,085百万円

有価証券 0百万円

計  66,086百万円

現金及び現金同等物 66,086百万円

現金及び預金 70,252百万円

預入期間が3ヶ月を超える定

期預金

△2,200百万円

有価証券 18,907百万円

取得日から償還期限までの期

間が3ヶ月を越える短期投資

(譲渡性預金)

△17,800百万円

計 69,160百万円

現金及び現金同等物 69,160百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の取得により㈱由倉が連結子会社になったこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社

株式の取得価額と取得のための支出(純額)との関係

は次のとおりです。

流動資産 2,110百万円

固定資産 2,604百万円

のれん 1,042百万円

流動負債 △1,892百万円

固定負債 △1,264百万円

㈱由倉の株式取得価額 2,600百万円

㈱由倉の現金及び現金同等物 △979百万円

差引：取得のための支出 1,620百万円

　２ ―――――
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前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

株式の売却によりITエンジニアリング㈱が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の

内訳並びに同社株式の売却価額と売却による現金及

び現金同等物の減少の関係は次のとおりです。

流動資産 1,446百万円

固定資産 276百万円

流動負債 △886百万円

固定負債 △167百万円

少数株主持分 △327百万円

売却後の投資勘定 △727百万円

のれん 401百万円

株式売却益 124百万円

ITエンジニアリング㈱の株式

売却価額
139百万円

ITエンジニアリング㈱の現金

及び現金同等物
△333百万円

差引：売却による現金及び現

金同等物の減少
194百万円

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

株式の売却により㈱マツボーが連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並び

に同社株式の売却価額と売却による現金及び現金同

等物の減少の関係は次のとおりです。

流動資産 18,494百万円

固定資産 688百万円

流動負債 △18,000百万円

固定負債 △480百万円

少数株主持分 △1百万円

株式売却益 1,594百万円

㈱マツボーの株式売却価額 2,294百万円

㈱マツボーの現金及び現金同

等物
△1,394百万円

差引：売却による現金及び現

金同等物の増加
900百万円

 株式の売却によりElliott Energy Systems, Inc.が連結子

会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びに同社株式の売却価額と売却による現金

及び現金同等物の減少の関係は次のとおりです。

流動資産 616百万円

固定資産 164百万円

流動負債 △424百万円

株式売却損 △312百万円

Elliott Energy Systems, Inc.の

株式売却価額
43百万円

Elliott Energy Systems, Inc.の

現金及び現金同等物
△62百万円

差引：売却による現金及び現

金同等物の減少
18百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

借手側

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

借手側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

8,352 2,886 5,465

その他 3,242 1,750 1,492

合計 11,594 4,636 6,957

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

7,973 3,889 4,083

その他 3,965 1,584 2,380

合計 11,939 5,474 6,464

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,019百万円

１年超 5,178百万円

合計 7,198百万円

１年内 2,408百万円

１年超 4,091百万円

合計 6,499百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2,314百万円

減価償却費相当額 2,034百万円

支払利息相当額 182百万円

支払リース料 2,256百万円

減価償却費相当額 1,903百万円

支払利息相当額 150百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

借手側

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

借手側

未経過リース料

１年内 518百万円

１年超 887百万円

合計 1,405百万円

１年内 476百万円

１年超 712百万円

合計 1,189百万円

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 69/117



（有価証券関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

―――――

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

―――――

２　その他有価証券で時価のあるもの

株式

２　その他有価証券で時価のあるもの

株式

　
取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

7,940 19,646 11,706

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

2,962 2,350 △612

合計 10,903 21,997 11,093

　
取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

6,054 12,446 6,391

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

4,707 3,025 △1,682

合計 10,762 15,471 4,709

　（注）　当社グループの減損処理は、個々の銘柄の時価が

取得価額に比し50％以上下落した場合、行なう

ものとしています。また、過去3年連続して下落

率が30％以上50％未満で推移している場合に

は、時価が著しく下落したと判断し、3年目の末

日の時価を以って貸借対照表価額とし、評価差

額を3年目の損失として処理しています。

　（注）　当社グループの減損処理は、個々の銘柄の時価が

取得価額に比し50％以上下落した場合、行なう

ものとしています。また、過去3年連続して下落

率が30％以上50％未満で推移している場合に

は、時価が著しく下落したと判断し、3年目の末

日の時価を以って貸借対照表価額とし、評価差

額を3年目の損失として処理しています。

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券 ３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額     12,087百万円

売却益の合計額     7,246百万円

売却損の合計額 0百万円

売却額 4,156百万円

売却益の合計額 1,724百万円

売却損の合計額 481百万円

４　時価評価されていない有価証券 ４　時価評価されていない有価証券

満期保有目的の債券  

外国国債 6百万円

その他有価証券  

非上場株式 8,070百万円

関係会社株式  7,331百万円

投資事業有限責任組合出資金   179百万円

満期保有目的の債券  

外国国債 9百万円

その他有価証券  

MMF 1,105百万円

譲渡性預金
17,800百万円

　

非上場株式 5,473百万円

関係会社株式 6,327百万円

投資事業有限責任組合出資金 144百万円

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目

的の債券の連結決算日後における償還予定額

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目

的の債券の連結決算日後における償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

外国国
債

0 4 2 ―

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

外国国
債

1 5 1 ―

譲渡性
預金

17,800 ― ― ―
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

当連結会計年度においては、為替予約取引、変動金

利を固定金利と交換する金利スワップ取引を行っ

ています。

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、輸出入取引、資金運用・調達

等の実需に基くものに限ることを取組方針として

います。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引、通貨スワップ取

引、金利スワップ取引等

(3）取引の利用目的

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……　同左

ヘッジ対象……外貨建資産・負債の保有及び予

定取引に係る為替変動リスク、資

金の運用・調達に係る金利変動

リスク

ヘッジ対象……　同左

②　ヘッジの有効性評価の方法

上記①　に係る金利変動リスク

ヘッジ取引開始から有効性判定時点までの

ヘッジ対象及びヘッジ手段それぞれのキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、ヘッジの有

効性を判定しています。但し、特例処理の要件

を満たす金利スワップについては有効性の判

定を省略しています。

②　ヘッジの有効性評価の方法

上記①　に係る金利変動リスク

同左

上記①　に係る為替変動リスク

ヘッジ取引毎にヘッジ対象とヘッジ手段の対

応を確認することで有効性の判定に代えてい

ます。

上記①　に係る為替変動リスク

同左

(4）取引に係るリスクの内容

利用しているデリバティブ取引は金利及び為替の

変動によるリスクを有していますが、ヘッジ対象の

有するリスクと相殺される関係にあります。また、

デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高

い金融機関であるため、相手方の契約不履行による

リスクはほとんどないと認識しています。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

当社において取引権限及び取引限度額を定めた社

内管理規定のほか、関係会社向けの資金運用管理規

定に基づき管理を行っています。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

――――――

(6）「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

――――――

２　取引の時価等に関する事項

当連結会計年度に係るデリバティブ取引については、

すべてヘッジ会計を適用しているものであり、開示対

象となる取引はありません。

２　取引の時価等に関する事項

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　採用している退職給付制度の概要

当社、国内連結子会社及び一部の海外連結子会社は、

確定給付型の制度として、退職一時金制度及び退職年

金制度を設けています。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務の額 101,185百万円

(2）年金資産の額 △59,232百万円

(3）未認識数理計算上の差異 △11,903百万円

(4）未認識過去勤務債務 △904百万円

(5）退職給付引当金の額 29,145百万円

(1）退職給付債務の額 87,072百万円

(2）年金資産の額 △56,708百万円

(3）未認識数理計算上の差異 △2,777百万円

(4）未認識過去勤務債務 △91百万円

(5）退職給付引当金の額 27,495百万円

（注１）  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

（注２）  退職給付債務の額及び退職給付引当金の額に

は在外子会社が計上しているPost Retirement

Healthcare Benefitsの額3,261百万円を含めてい

ます。

（注１）  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

（注２）  退職給付債務の額及び退職給付引当金の額に

は在外子会社が計上しているPost Retirement

Healthcare Benefitsの額5,144百万円を含めてい

ます。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用の額   4,450百万円

(2）利息費用の額 2,633百万円

(3）期待運用収益 △2,497百万円

(4）過去勤務債務費用処理   179百万円

(5）数理計算上の差異費用処理   252百万円

(6）退職給付費用の額  5,017百万円

(1）勤務費用の額 4,242百万円

(2）利息費用の額 2,609百万円

(3）期待運用収益 △2,360百万円

(4）過去勤務債務費用処理 12百万円

(5）数理計算上の差異費用処理 456百万円

(6) 臨時に支払った割増退職金 1,500百万円

(7）退職給付費用の額 6,460百万円

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1）勤務費用の額」に計上していま

す。

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1）勤務費用の額」に計上していま

す。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）割引率　　　　　（国内）2.0％,（海外） 5.8％

(2）期待運用収益率　（国内）2.7％,（海外） 8.0％

(3）数理計算上の差異の処理年数　　 主として 10年

(4）過去勤務債務の額の処理年数　　 主として 10年

(5）退職給付見込額の期間配分方法　 期間定額基準

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）割引率　　　　　（国内）2.0％,（海外） 5.8％

(2）期待運用収益率　（国内）2.7％,（海外） 8.0％

(3）数理計算上の差異の処理年数　　 主として 10年

(4）過去勤務債務の額の処理年数　　 主として 10年

(5）退職給付見込額の期間配分方法　 期間定額基準

（ストック・オプション等関係）

 ストック・オプション制度を採用していないため、該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金     2,815百万円

赤字工事進行基準による売上損

失
     764百万円

未払事業税       360百万円

棚卸資産未実現利益       57百万円

退職給付引当金     10,019百万円

役員退職慰労引当金       462百万円

固定資産未実現利益      1,754百万円

税務上の繰越欠損金     19,468百万円

投資有価証券等評価損     1,023百万円

関係会社整理損等    3,221百万円

研究開発費     881百万円

販売用不動産評価損        972百万円

棚卸資産評価損      1,949百万円

完成工事保証等引当金繰入損      1,182百万円

貸倒引当金等繰入損       806百万円

その他在外子会社所在地の税制

に基づくもの
     7,326百万円

その他      6,426百万円

繰延税金資産小計     59,496百万円

評価性引当額 △14,187百万円

繰延税金資産合計    45,309百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △1,321百万円

その他有価証券評価差額金 △4,774百万円

その他 △205百万円

繰延税金負債合計 △6,301百万円

繰延税金資産の純額     39,007百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 2,804百万円

赤字工事進行基準による売上損

失
2,277百万円

未払事業税 411百万円

棚卸資産未実現利益 637百万円

退職給付引当金 10,210百万円

役員退職慰労引当金 214百万円

固定資産未実現利益 1,746百万円

税務上の繰越欠損金 4,239百万円

投資有価証券等評価損 248百万円

関係会社整理損等 1,996百万円

研究開発費 544百万円

販売用不動産評価損 972百万円

棚卸資産評価損 5,104百万円

完成工事保証等引当金繰入損 8,013百万円

貸倒引当金等繰入損 3,791百万円

その他在外子会社所在地の税制

に基づくもの
6,331百万円

その他 7,337百万円

繰延税金資産小計 56,885百万円

評価性引当額 △23,271百万円

繰延税金資産合計 33,614百万円

　 　

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 1,260百万円

圧縮特別勘定積立金 4,858百万円

その他有価証券評価差額金 2,599百万円

その他 665百万円

繰延税金負債合計 9,383百万円

繰延税金資産の純額 24,230百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.5％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.2％

住民税等均等割等 1.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△6.9％

のれん償却 1.4％

回収が懸念されるため計上しなかった繰

延税金資産
10.6％

欠損会社の未実現利益に係る税効果未認

識
3.2％

その他 4.2％

税効果適用後の法人税等負担率 60.2％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.5％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％

住民税等均等割等 0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△0.2％

のれん償却 1.7％

回収が懸念されるため計上しなかった繰

延税金資産
40.1％

その他 △5.5％

税効果適用後の法人税等負担率 79.0％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　
風水力事業
（百万円）

エンジニア
リング事業
（百万円）

精密・電子
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 282,334 148,062 107,700 538,097 ― 538,097

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,875 4,868 692 8,436 (8,436) ―

計 285,210 152,931 108,392 546,533 (8,436) 538,097

営業費用 273,689 161,279 98,308 533,277 (8,428) 524,848

営業利益又は営業損失(△) 11,520 △8,347 10,083 13,256 (7) 13,249

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 281,033 158,574 129,900 569,508 55,524 625,032

減価償却費 5,371 3,358 4,142 12,872 (30) 12,842

資本的支出 8,539 2,482 6,941 17,963 (46) 17,917

　（注）１　事業区分の方法

当連結グループの事業区分は、内部管理上採用している風水力事業、エンジニアリング事業、精密・電子事業

に区分しています。

各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

風水力事業
ポンプ、送風機、圧縮機、タービン、冷熱機械、風水力プラント、風水力システムエ

ンジニアリング

エンジニアリング事業
環境改善装置、都市ごみ焼却プラント、原子力関連装置、各種プラント及び装置、

環境システムエンジニアリング、工業薬品、その他製品、その他事業

精密・電子事業 真空ポンプ、半導体産業用各種機器・装置

２　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は69,834百万円であり、その主なものは、当社の現金

及び現金同等物、投資有価証券の一部、繰延税金資産等です。

３　減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産、長期前払費用とそれらの償却額が含まれています。

４　風力発電事業の売上高については、従来、「請求可能な単価」を基に計上していましたが、風力発電事業にお

いては、長期契約に基づき、階段状に「請求可能な単価」が逓減するものがあります。当該契約における収益

をより適切に期間配分し費用と対応させるため、当連結会計年度より将来「請求可能な単価」が逓減する契

約については、「精算単価」又は「契約期間に渡る加重平均単価」に基づいて計上する方法を適用すること

としました。

この変更により、従来の方法に比し、エンジニアリング事業の売上高は243百万円少なく、営業損失は243百万

円多く計上されています。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　
風水力事業
（百万円）

エンジニア
リング事業
（百万円）

精密・電子
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 318,449 141,445 107,295 567,190 ― 567,190

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,465 6,488 161 9,114 (9,114) ―

計 320,915 147,934 107,456 576,305 (9,114) 567,190
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風水力事業
（百万円）

エンジニア
リング事業
（百万円）

精密・電子
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

営業費用 310,630 160,115 99,471 570,217 (9,043) 561,173

営業利益又は営業損失(△) 10,284 △12,181 7,985 6,088 (71) 6,016

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 295,377 138,993 107,883 542,254 64,752 607,006

減価償却費 7,356 2,671 5,334 15,362 (46) 15,316

減損損失 894 8 ― 902 ― 902

資本的支出 9,844 4,248 8,436 22,529 (148) 22,381

　（注）１　事業区分の方法

当連結グループの事業区分は、内部管理上採用している風水力事業、エンジニアリング事業、精密・電子事業

に区分しています。

各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

風水力事業
ポンプ、送風機、圧縮機、タービン、冷熱機械、風水力プラント、風水力システムエ

ンジニアリング、原子力関連装置、エネルギー供給

エンジニアリング事業
環境改善装置、都市ごみ焼却プラント、各種プラント及び装置、環境システムエ

ンジニアリング、工業薬品、その他事業

精密・電子事業 真空ポンプ、半導体産業用各種機器・装置

２　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は67,732百万円であり、その主なものは、当社の現金

及び現金同等物、投資有価証券の一部、繰延税金資産等です。

３　減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産、長期前払費用とそれらの償却額が含まれています。
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４　当連結会計年度より、従来「エンジニアリング事業」に区分していた製品「エネルギー供給」及び「原子力

関連装置」について、グループ全体最適化の観点から事業と組織の再構築を行い「風水力事業」に含めるこ

ととしました。変更後のセグメントの区分方法によった前連結会計年度の金額は以下のとおりです。

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　
風水力事業

（百万円）

エンジニア

リング事業

（百万円）

精密・電子

事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全

社

（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 290,099 140,298 107,700 538,097 ― 538,097

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,889 4,829 692 8,411 (8,411) ―

計 292,988 145,127 108,392 546,508 (8,411) 538,097

営業費用 282,396 152,572 98,308 533,277 (8,428) 524,848

営業利益又は営業損失(△) 10,592 △7,444 10,083 13,231 17 13,249

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
      

資産 299,698 139,910 129,900 569,508 55,524 625,032

減価償却費 6,064 2,666 4,142 12,872 (30) 12,842

資本的支出 8,679 2,342 6,941 17,963 (46) 17,917

５　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更するとともに、平成19年3月31日以前

に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の5%に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額の差額を5年間にわたり均等償却し、

減価償却に含めて計上しています。これらにより、従来の方法によった場合に比べ営業利益は風水力事業に

おいて540百万円、精密・電子事業において336百万円少なく、営業損失はエンジニアリング事業において119

百万円多く計上されています。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 440,575 61,956 35,565 538,097 ― 538,097

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
20,172 4,820 6,041 31,034 (31,034) ―

計 460,748 66,776 41,607 569,132 (31,034) 538,097

営業費用 452,077 64,173 38,615 554,867 (30,018) 524,848

営業利益 8,670 2,602 2,991 14,264 (1,015) 13,249

Ⅱ　資産 537,849 55,846 40,240 633,936 (8,903) 625,032

　（注）１　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は69,834百万円であり、その主なものは、当社の現金及

び現金同等物、投資有価証券の一部、繰延税金資産等です。

２　「その他の地域」に属する国又は地域

イタリア、ドイツ、中国、フィリピン、台湾、シンガポール、ブラジル、韓国、マレーシア

３　風力発電事業の売上高については、従来、「請求可能な単価」を基に計上していましたが、風力発電事業にお

いては、長期契約に基づき、階段状に「請求可能な単価」が逓減するものがあります。当該契約における収益

をより適切に期間配分し費用と対応させるため、当連結会計年度より将来「請求可能な単価」が逓減する契

約については、「精算単価」又は「契約期間に渡る加重平均単価」に基づいて計上する方法を適用すること

としました。

この変更により、従来の方法に比し、所在地が日本の売上高及び営業利益はそれぞれ243百万円少なく表示さ

れています。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 457,447 64,141 45,600 567,190 ― 567,190

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
17,705 9,488 6,466 33,660 (33,660) ―

計 475,153 73,630 52,067 600,851 (33,660) 567,190

営業費用 479,140 68,402 47,110 594,653 (33,479) 561,173

営業利益又は営業損失(△) △3,986 5,228 4,956 6,198 (181) 6,016

Ⅱ　資産 512,029 55,328 48,294 615,652 (8,645) 607,006

　（注）１　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は67,732百万円であり、その主なものは、当社の現金及

び現金同等物、投資有価証券の一部、繰延税金資産等です。

２　「その他の地域」に属する国又は地域

イタリア、ドイツ、中国、フィリピン、台湾、シンガポール、ブラジル、韓国、マレーシア
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３　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更するとともに、平成19年3月31日以前

に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の5%に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額の差額を5年間にわたり均等償却し、

減価償却に含めて計上しています。これらにより、従来の方法に比べ、所在地が日本の営業損失は996百万円

多く計上されています。

【海外売上高】

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 63,949 38,588 64,523 167,061

Ⅱ　連結売上高（百万円）    538,097

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
11.9 7.2 12.0 31.0

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア…………台湾、中国、韓国

(2）北米……………米国

(3）その他の地域…イタリア、カタール、イギリス、サウジアラビア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 83,802 38,754 90,213 212,771

Ⅱ　連結売上高（百万円）    567,190

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.8 6.8 15.9 37.5

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア…………台湾、中国、韓国

(2）北米……………米国

(3）その他の地域…イタリア、カタール、イギリス、ドイツ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所　

資本金

（百万円）

　

事業の

内容又

は職業

　

議決権等の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容

取引金額　

（百万円）

　

科目
期末残高

（百万円）役員の

兼任等　

事業上

の関係

役員

廣瀬 政義 ― ―
当社

取締役

被所有

直接 0.0%
― ―

取締役報酬の

一部自主返納
8 ― ―

神谷　 廣 ― ―
当社

取締役

被所有

直接 0.0%
―　 ―

取締役報酬の

一部自主返納
5 ― ―

一木 嘉之 ― ―
当社

取締役

被所有

直接 0.0%
― ―

取締役報酬の

一部自主返納
6 未収入金 1
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（企業結合等関係)

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

（共通支配下の取引等関係）

(1）結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

　　概要

①　結合当事企業の名称及び事業の内容

１．結合企業（吸収分割承継会社）

名称：荏原環境エンジニアリング㈱

事業の内容：上下水道施設、浄水装置等の製造・建設・販売

２．被結合企業（吸収分割会社）

名称：㈱荏原製作所

事業の内容：風水力機械、環境改善装置、真空ポンプ等の製造・販売

②　企業結合の法的形式

分割会社の営業の一部を承継会社が承継する吸収分割

③　結合後の名称

変更はありません。

④　取引の目的を含む取引の概要

　平成18年６月１日、当社は分社型吸収分割を行い、荏原環境エンジニアリング㈱に上下水道施設、浄水装置等

の製造・建設・販売に係る権利義務を承継させました。当社の環境事業カンパニーが展開している上下水道事

業は、公共事業縮減等により市場環境は厳しく、また発注形態の多様化（PFI、包括契約等）等による市場ニーズ

の変化が見られます。このような事業環境に迅速に対応し一層の競争力強化を図るために上下水道事業を分割

しました。

　新会社では、事業の戦略機能の強化や意思決定のスピードアップにより市場ニーズを先取りし、発注形態の多

様化に対応した機動的な事業運営、更新需要に備えて差別化された機器の市場投入などの戦略を実行すること

で事業基盤を強化し、また、今後他社との業務提携やグループ内再編等を視野に入れ、事業を推進します。

　また、承継会社は分割に際し新株式を発行していません。

(2）実施した会計処理の概要

　本吸収分割は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行っております。従って、この会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 79/117



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１株当たり純資産額 357.97円

１株当たり当期純利益          12.89円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益     12.31円

１株当たり純資産額 358.01円

１株当たり当期純利益 18.01円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益 16.34円

１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる事項 １株当たり当期純利益の算定上の基礎となる事項

(1）連結損益計算書上の当期純利益   5,446百万円 (1）連結損益計算書上の当期純利益 7,608百万円

(2）普通株式に係る当期純利益   5,446百万円 (2）普通株式に係る当期純利益 7,608百万円

(3）普通株式の期中平均株式数 422,576,307株 (3）普通株式の期中平均株式数 422,482,050株

(4）潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳

当期純利益調整額  122百万円 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (122百万円)

(うち利払事務手数料(税額相当額控

除後))  ( ―百万円)

(4）潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い

られた当期純利益調整額の主要な内訳

当期純利益調整額 238百万円 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (238百万円)
  

(5）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

普通株式増加数                   29,729,784株

(うち新株予約権付社債)　　      (29,729,784株)

(5）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

普通株式増加数                  57,720,056株

(うち新株予約権付社債)　　      (57,720,056株)

(6）希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

(6）希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

――――― ―――――

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

―――――  当社グループでは、エンジニアリング事業を取り巻く事業

環境が国内公共投資の減少により厳しい状況が続いている

ため、同事業の事業基盤の再構築を重要課題として市場規

模に見合うスリムな体制作りを進めています。この一環と

して、なお一層の固定費削減を図るため早期退職特別優遇

制度を実施しました。

 同制度の実施に係る特別退職金として1,500百万円を見積

計上しましたが、募集期限である平成20年６月13日までの

応募者数が93名となった結果、特別加算金の確定額は712百

万円となりました。これに伴い、翌期に見積額と確定額との

差額787百万円の戻入が発生します。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

当社 第１回無担保社債 平成９年11月28日
10,000

(10,000)

―

―
2.55 なし 平成19年11月28日

〃 第２回無担保社債 平成10年２月27日
4,000

(4,000)

―

―
2.70 なし 平成20年２月27日

〃 第３回無担保社債 平成10年８月31日 10,000
10,000

(10,000)
2.38 なし 平成20年８月29日

〃 第７回無担保社債 平成17年３月８日 20,000 20,000 1.04 なし 平成22年３月８日

〃

2011年満期ユーロ円建無

担保転換社債型新株予約

権付社債

（注）１

平成18年９月25日 20,000 20,000 0.70 なし 平成23年９月30日

〃

2013年満期ユーロ円建無

担保転換社債型新株予約

権付社債

（注）１

平成18年９月25日 20,000 20,000 1.30 なし 平成25年９月30日

㈱荏原由倉

ハイドロテック
その他の社債

平成15年４月25日～

平成16年３月25日
300

200

(200)

0.57～

1.06
なし

平成20年４月25日～

平成21年３月25日

合計 ― ―
84,300

(14,000)

70,200

(10,200)
― ― ―

　（注）１　新株予約権付社債の内容

銘柄
2011年満期ユーロ円建無担保転

換社債型新株予約権付社債

2013年満期ユーロ円建無担保転

換社債型新株予約権付社債

 発行すべき株式  普通株式  普通株式

 新株予約権の発行価額(円)  無償 無償 

 株式の発行価格(円) 693 693

 発行価額の総額(百万円) 20,000 20,000

 新株予約権の行使により発行した株式の

発行価額の総額(百万円)
― ―

 新株予約権の付与割合(％) 100 100

 新株予約権の行使期間
 自　平成18年10月10日

至　平成23年９月16日

 自　平成18年10月10日

至　平成25年９月16日

　

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりです。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

10,200 20,000 ― 20,000 ―

４　当期末残高の（　）内の金額は、１年内に償還が予定されている社債です。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金    　

短期借入金 58,500 54,499 1.705 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10,534 12,384 1.753 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―　

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く）

(注２)

45,013 47,375 2.567

平成21年５月20日

から

平成32年６月30日

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く）
― ― ― ―　

その他の有利子負債    　

コマーシャル・ペーパー

（１年以内）
15,000 ― ― ―

合計 129,049 114,258 ―  ―

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２　長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

す。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

14,329 14,759 1,846 14,278

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　
　

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  26,210   39,938  

２　受取手形
※３
※５

 6,700   14,904  

３　売掛金 ※３  115,286   98,100  

４　有価証券 　  ―   17,800  

５　販売用不動産 　  408   614  

６　製品 　  1,198   534  

７　材料 　  14,340   11,223  

８　仕掛品 　  26,173   16,558  

９　貯蔵品 　  42   40  

10　前渡金 　  9,887   9,154  

11　前払費用 　  294   186  

12　関係会社短期貸付金 　  29,541   17,712  

13　繰延税金資産 　  7,228   6,616  

14　未収入金 　  11,269   2,470  

15　その他 ※３  7,120   4,472  

16　貸倒引当金 　  △1,373   △214  

流動資産合計 　  254,330 55.6  240,114 55.2

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 ※１
※２

      

１　建物 　  19,519   17,437  

２　構築物 　  2,428   1,865  

３　機械・装置 　  13,692   12,887  

４　車両・運搬具 　  29   29  

５　工具・器具・備品 　  3,151   2,734  

６　土地 　  17,084   16,866  

７　建設仮勘定 　  2,770   8,762  

有形固定資産合計 　  58,674 12.8  60,583 13.9

 

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 83/117



　
　

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(2）無形固定資産 　       

１　特許権 　  4,226   4,087  

２　ソフトウェア 　  2,602   2,025  

３　電話加入権 　  136   136  

４　施設利用権 　  6   5  

無形固定資産合計 　  6,971 1.5  6,254 1.4

(3）投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 ※２  29,421   20,603  

２　関係会社株式 ※２  80,758   68,031  

３　関係会社出資金 　  11,607   11,090  

４　長期貸付金 　  347   321  

５　従業員に対する長期貸
付金

　  18   16  

６　関係会社長期貸付金 　  4,462   6,583  

７　破産更生債権等 　  51   1,893  

８　長期前払費用 　  588   248  

９　差入保証金 　  2,821   2,446  

10　求償債権 　  ―   8,762  

11　長期未収入金 　  ―   15,700  

12　繰延税金資産 　  19,739   2,502  

13　その他 ※３  2,632   1,025  

14　貸倒引当金 　  △2,960   △10,782  

15　投資評価引当金 　  △11,854   △141  

投資その他の資産合計 　  137,633 30.1  128,301 29.5

固定資産合計 　  203,279 44.4  195,139 44.8

資産合計 　  457,610 100.0  435,254 100.0
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形
※３
※５

 13,380   8,521  

２　買掛金 ※３  80,995   64,505  

３　短期借入金 ※３  45,291   47,637  

４　コマーシャル・ペーパー 　  15,000   －  

５　１年内返済予定長期借入
金

　  8,363   10,187  

６　１年内償還社債 　  14,000   10,000  

７　未払金 　  4,895   4,591  

８　未払費用 　  826   923  

９　未払法人税等 　  －   2,036  

10　前受金 　  10,450   6,772  

11　預り金 　  257   412  

12　前受収益 　  38   35  

13　賞与引当金 　  2,197   2,366  

14　完成工事保証損失引当金 　  1,822   2,292  

15　工事損失引当金 　  600   16,800  

16　独禁法違反に係る損失引
当金

　  920   962  

17　訴訟損失引当金 　  －   200  

18　土地売却費用引当金 　  －   2,774  

19　設備用支払手形 ※５  591   809  

20　設備用未払金 　  2,124   6,835  

21　その他 　  88   2,118  

流動負債合計 　  201,844 44.1  190,784 43.8
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１　社債 　  30,000   20,000  

２　新株予約権付社債 　  40,000   40,000  

３　長期借入金 　  23,483   28,295  

４　長期未払金 　  －   599  

５　退職給付引当金 　  13,981   13,610  

６　役員退職慰労引当金 　  351   245  

７　債務保証損失引当金 　  71   10  

８　土地売却費用引当金 　  －   2,800  

９　長期前受収益 　  3   1  

固定負債合計 　  107,891 23.6  105,564 24.3

負債合計 　  309,735 67.7  296,348 68.1

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  61,284 13.4  61,284 14.1

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 65,212   65,212   

資本剰余金合計 　  65,212 14.3  65,212 15.0

３　利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

    圧縮特別勘定積立金 　 －   7,141   

繰越利益剰余金 　 14,919   2,619   

利益剰余金合計 　  14,919 3.3  9,760 2.2

４　自己株式 　  △92 △0.0  △134 △0.0

株主資本合計 　  141,323 30.9  136,123 31.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金 　  6,537 1.4  2,776 0.6

２　繰延ヘッジ損益 　  13 0.0  6 0.0

評価・換算差額等合計 　  6,551 1.4  2,782 0.6

純資産合計 　  147,874 32.3  138,905 31.9

負債純資産合計 　  457,610 100.0  435,254 100.0
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②【損益計算書】

　
　

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　売上高 ※１ 251,520 251,520 100.0 246,704 246,704 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　製品期首棚卸高 　 996   1,198   

２　販売用不動産期首棚卸高 　 535   408   

３　当期製品製造原価 ※１ 210,865   214,731   

４　賃貸及び販売用不動産原
価

　 2,655   3,097   

計 　 215,051   219,436   

５　製品期末棚卸高 　 1,198   534   

６　販売用不動産期末棚卸高 　 408 213,444 84.9 614 218,286 88.5

売上総利益 　  38,075 15.1  28,417 11.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　販売手数料 　 2,097   1,760   

２　荷造・輸送費 　 2,734   3,262   

３　販売促進費 　 240   219   

４　人件費 　 7,622   7,378   

５　賞与引当金繰入 　 918   828   

６　退職給付費用 　 1,006   729   

７　役員退職慰労引当金繰入 　 78   71   

８　旅費交通費 　 1,323   1,150   

９　租税公課 　 880   1,045   

10　減価償却費 　 2,105   2,207   

11　賃借料 　 940   1,112   

12　研究開発費 ※３ 6,598   6,261   

13  営業活動委託費 　 －   1,914   

14　その他 　 8,101 34,647 13.8 6,679 34,622 14.0

営業利益又は営業損失
(△) 　  3,427 1.4  △6,205 △2.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※２ 580   740   

２　受取配当金 ※２ 6,626   6,831   

３　為替差益 　 102   110   

４　その他 　 330 7,639 3.0 495 8,177 3.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 1,361   1,673   

２　コマーシャル・ペーパー
利息

　 44   71   

３　社債利息 　 824   721   

４　転換社債利息 　 270   400   

５　貸倒引当金繰入 　 718   821   

６　その他 　 1,719 4,938 2.0 1,502 5,190 2.1

経常利益又は経常損失
(△) 　  6,128 2.4  △3,218 △1.3
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前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※４ 2   70,278   

２　関係会社株式売却益 ※５ 115   －   

３　投資有価証券等売却益 ※６ 7,008   1,976   

４　償却債権取立益 　 －   230   

５　債務保証損失引当金戻入
益

　 212   61   

６　投資評価引当金戻入益 　 － 7,338 2.9 1,067 73,613 29.8

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※４ 77   40   

２　固定資産廃却損 ※４ 170   1,752   

３　棚卸資産評価損 　 －   5,585   

４　関係会社等整理損 ※７ 3,600   4,255   

５　投資有価証券等売却損 　 0   23   

６　投資有価証券等評価損 ※８ 43   7,816   

７　投資評価引当金繰入損 　 176   －   

８　貸倒引当金繰入 ※９ －   1,051   

９　特別退職金 ※11　 －   1,200   

10　独禁法違反に係る損失 　 1,927   6   

11　独禁法違反に係る損失引
当金繰入

　 920   298   

12　訴訟和解金及び訴訟関連
費用

　 959   －   

13　訴訟損失引当金繰入損 　 －   200   

14　特定完成工事保証損失 　 －   5,278   

15　特定工事損失引当金繰入
損

　 －   13,658   

16　特定プロジェクト中止損
失

※10　 － 7,876 3.1 8,677 49,843 20.2

税引前当期純利益 　  5,591 2.2  20,551 8.3

法人税、住民税及び事業
税

　 △1,557   2,125   

法人税等調整額 　 3,623 2,065 0.8 20,414 22,539 9.2

当期純利益又は当期純
損失(△) 　  3,525 1.4  △1,988 △0.8
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 ※２ 120,673 55.1 136,678 62.1

Ⅱ　労務費 　 17,400 8.0 16,302 7.4

Ⅲ　経費 ※２ 80,881 36.9 67,279 30.5

（うち工事費） 　 (39,295)  (24,744)  

当期総製造費用 　 218,955 100.0 220,260 100.0

期首仕掛品棚卸高 　 29,223  26,173  

合計 　 248,179  246,434  

期末仕掛品棚卸高 　 26,173  16,558  

他勘定振替高 ※３ 11,139  15,144  

当期製品製造原価 　 210,865  214,731  

　（注）　１　原則として個別原価計算によっています。汎用風水力機械については、一部総合原価計算を採用しています。

※２　当期総製造費用のうち材料費及び経費に含まれている外注金額の合計は、前事業年度77,044百万円、当事業

年度83,830百万円です。

※３　他勘定振替高の内訳は、以下のとおりです。

前事業年度　研究開発費6,151百万円、建設仮勘定4,070百万円、その他営業外費用741百万円

            訴訟和解金及び訴訟関連費用157百万円、その他18百万円　　　　　　

当事業年度　研究開発費5,921百万円、建設仮勘定2,595百万円、棚卸評価損6,627百万円　　　　　　
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他の利益
剰余金

利益剰余金合
計繰越利益剰余

金

平成18年3月31日　残高
（百万円）

61,283 65,211 7,177 7,387 14,564 △54 141,005

事業年度中の変動額        

新株予約権の行使による新
株の発行

0 0   ―  0

剰余金の配当(注)    △3,169 △3,169  △3,169

当期純利益    3,525 3,525  3,525

自己株式の取得     ― △43 △43

自己株式の処分    △0 △0 4 4

利益準備金取崩   △7,177 7,177 ―  ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    ―  ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

0 0 △7,177 7,532 355 △38 318

平成19年3月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 ― 14,919 14,919 △92 141,323

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

13,224 ― 13,224 154,230

事業年度中の変動額     

新株予約権の行使による新
株の発行

  ― 0

剰余金の配当(注)   ― △3,169

当期純利益   ― 3,525

自己株式の取得   ― △43

自己株式の処分   ― 4

利益準備金取崩   ― ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△6,687 13 △6,673 △6,673

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△6,687 13 △6,673 △6,355

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,537 13 6,551 147,874

　（注）　平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。

当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金合
計圧縮特別勘定

積立金
繰越利益剰余
金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 ― 14,919 14,919 △92 141,323

事業年度中の変動額        
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金合
計圧縮特別勘定

積立金
繰越利益剰余
金

圧縮特別勘定積立金の積立   7,141 △7,141 ―  ―

剰余金の配当    △3,169 △3,169  △3,169

当期純損失    △1,988 △1,988  △1,988

自己株式の取得      △49 △49

自己株式の処分    △1 △1 8 6

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    ―  ―

事業年度中の変動額合計
（百万円）

― ― 7,141 △12,300 △5,158 △41 △5,200

平成20年３月31日　残高
（百万円）

61,284 65,212 7,141 2,619 9,760 △134 136,123

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,537 13 6,551 147,874

事業年度中の変動額     

圧縮特別勘定積立金の積立   ― ―

剰余金の配当   ― △3,169

当期純損失   ― △1,988

自己株式の取得   ― △49

自己株式の処分   ― 6

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△3,761 △6 △3,768 △3,768

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△3,761 △6 △3,768 △8,968

平成20年３月31日　残高
（百万円）

2,776 6 2,782 138,905
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重要な会計方針

　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

関係会社株式

総平均法による原価法

時価のあるその他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定)

時価のないその他有価証券

総平均法による原価法

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品及び材料、貯蔵品は総平均法(精密・

電子事業は移動平均法)による原価法、販

売用不動産及び仕掛品は個別原価法を採

用しています。

製品及び材料、貯蔵品は総平均法(精密・

電子事業は移動平均法)による原価法(貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)、販売用不動

産及び仕掛品は個別原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しています。

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産は、法人税法に規定する方法

と同一の基準による定率法を採用してい

ます。ただし、平成10年4月1日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)については、

定額法を採用しています。なお、取得価額

10万円以上20万円未満の少額減価償却資

産については、一括償却資産として法人税

法に規定する方法により、3年間で均等償

却する方法を採用しています。

無形固定資産及び投資その他の資産は、法

人税法に規定する方法と同一の基準によ

る定額法を採用しています。ただし、ソフ

トウェア(自社利用分)については社内に

おける見込利用可能期間(5年)に基づく定

額法を採用しています。

同左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、実績繰入率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

同左

　 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てる

ため、支給見込額に基づき計上していま

す。

同左
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　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ています。

数理計算上の差異については、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の年数を償却期間とする

定率法により、残高の一定割合を翌事業

年度より費用処理しています。

同左

　 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を引当計上

しています。

同左

　 投資評価引当金

関係会社株式の価値減少による損失に

備えるため、為替の著しい変動および投

資先の財政状態の実情を勘案し、見積計

上しています。

同左

　 債務保証損失引当金

関係会社等に係る債務保証の損失に備

えるため、当該関係会社の資産内容を勘

案して損失見込額を計上しています。

同左

　 完成工事保証損失引当金 

完成工事に係る瑕疵担保費用の支出に

備えるため、完成工事高に対し合理的に

算出した発生比率を乗じた見積保証額

を計上しています。 

同左

　 工事損失引当金 

請負工事の損失発生に備えるため、未引

渡工事のうち損失が発生する可能性が

高く、工事損失額を期末において合理的

に見積ることができる工事については、

当該損失見込額を引当計上しています。

 

同左

　 独禁法違反に係る損失引当金 

独占禁止法違反に係る損失に備えるた

め、損失見込額を計上しています。

同左

　

　 ――――― 訴訟損失引当金

訴訟に対する損失に備えるため、損失見

込額を計上しています。

　 ――――― 土地売却費用引当金

当社羽田工場の土地売却に伴い、明け渡

しまでに要する原状復旧費用、富津新工

場への移転費用等の見込額を計上して

います。
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　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

５　収益の計上基準 工期1年超、請負金額1億円以上の長期請負

工事については、工事進行基準を適用して

います。

なお、工事進行基準によった売上高は

59,313百万円です。

工期1年超、請負金額1億円以上の長期請負

工事については、工事進行基準を適用して

います。

なお、工事進行基準によった売上高は

63,151百万円です。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。

同左

７　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。ま

た為替予約、通貨オプション等が付さ

れている外貨建金銭債権債務につい

ては振当処理を行い、特例処理の要件

を満たす金利スワップについては特

例処理を採用しています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引、通貨スワップ取引、金

利スワップ取引等

ヘッジ対象

外貨建資産・負債の保有及び予定取

引に係る為替変動リスク、資金の運用

調達に係る金利変動リスク

同左

　

　

　 ③　ヘッジ方針

当社の内部規定であるリスク管理方

針に基づき、為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしています。

④　ヘッジの有効性評価の方法

上記②に係る金利変動リスク

ヘッジ取引開始から有効性判定時点

までのヘッジ対象及びヘッジ手段そ

れぞれのキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、ヘッジの有効性を判定

しています。但し、特例処理の要件を

満たす金利スワップについては有効

性の判定を省略しています。

上記②に係る為替変動リスク

ヘッジ取引毎にヘッジ対象とヘッジ

手段の対応を確認することで有効性

の判定に代えています。

　

　

　

　

　

　

　

８　消費税等の会計処理 税抜方式を採用しています。 同左

９　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しています。 同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準

第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業

会計基準適用指針第8号)を適用していま

す。

これまでの資本の部に相当する金額は

147,861百万円です。

なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改

正に伴い、改訂後の財務諸表等規則により

作成しています。

―――――

企業結合に係る会計基準 当事業年度より、「企業結合に係る会計基

準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)

及び「事業分離等に関する会計基準」(企

業会計基準第7号　平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」(企業会計基準

適用指針第10号　最終改正平成18年12月22

日)を適用しています。

―――――

減価償却資産の償却方法 ――――― 法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しています。これに

より、営業損失、経常損失が352百万円増加

し、税引前当期純利益が352百万円減少し

ています。

たな卸資産の評価基準及び評

価方法

――――― 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企

業会計基準第９号　平成18年７月５日)が

平成20年３月31日以前に開始する事業年

度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計

基準を適用しています。

 これにより、税引前当期純利益は5,585百

万円減少しています。

 この変更が当下半期に行われたのは、棚

卸資産の評価に関する会計基準に係る受

入準備が当下半期に整ったことによりま

す。

 なお、当中間会計期間は従来の方法に

よっていますが、変更を行った場合と比

べ、税引前中間純損失は5,585百万円少な

く計上されています。
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表示方法の変更

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

（貸借対照表）

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の

1を超えたため区分掲記しました。

なお、前期末の「未収入金」は3,661百万円です。

（損益計算書）

 前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しておりました「営業活動委託費」は、販売費及び一般

管理費の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。

なお、前期末の「営業活動委託費」は1,670百万円です。

　　　追加情報

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

――――― （既存固定資産の残存価額の減価償却）

 法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の5%に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差額

を5年間にわたり均等償却し、減価償却に含めて計上して

います。

 これにより、営業損失及び経常損失が448百万円増加し、

税引前当期純利益が448百万円減少しています。

注記事項

（貸借対照表関係）

　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減

価償却累計額
              101,685百万円                      101,914百万円

※２　担保資産

担保に供している

資産は右記のとお

りです。

担保に供している資産
担保権設定の原因と
なっている債務

種類
期末帳簿
価額
(百万円)

担保権
の種類

内容
期末残高
(百万円)

建物・構
築物

190
工場財
団抵当
権

短期借入金 500
機械装置 11

土地 4

建物・構
築物

716

工場財
団抵当
権

短期借入金 100

機械装置 98 長期借入金 245

土地 496
(内１年内
返済予定額
)

(245)

建物・構
築物

515

抵当権

長期借入金 128

土地 292
(内１年内
返済予定額
)

(65)

投資有価
証券

3,723 質権

長期借入金 6,002

(内１年内
返済予定額
)

(133)

担保に供している資産
担保権設定の原因と
なっている債務

種類
期末帳簿
価額
(百万円)

担保権
の種類

内容
期末残高
(百万円)

建物・構
築物

665
工場財
団抵当
権

短期借入金 100
機械装置 78

土地 496

建物・構
築物

488

抵当権

長期借入金 63

土地 292
(内１年内
返済予定額
)

(54)

投資有価
証券

2,823 質権

短期借入金 500

長期借入金 5,869

(内１年内
返済予定額
)

(133)
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　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

上記のほか担保に

供している資産

投資有価証券       540百万円

関係会社株式   6百万円

投資有価証券        61百万円

関係会社株式    1百万円

※３　関係会社に係る注

記

受取手形      3,802百万円

売掛金     23,918百万円

その他の資産    13,265百万円

支払手形       204百万円

買掛金     29,455百万円

短期借入金      2,457百万円

受取手形      4,862百万円

売掛金     19,061百万円

その他の資産   7,111百万円

支払手形     243百万円

買掛金   21,558百万円

短期借入金    8,513百万円

その他の負債    5,880百万円

４　偶発債務 　 　

(1）従業員住宅資金

の銀行借入に対

する保証

         882百万円       713百万円

(2）関係会社の銀行

借入等に対する

保証

連結会社 連結会社

Ebara America Corp. 10,670百万円

エコ・パワー㈱ 8,123百万円

Elliott Company 4,249百万円

㈱荏原エリオット 4,000百万円

Ebara Pumps Europe S.p.A 2,642百万円

Ebara International Corp. 1,873百万円

荏原ハマダ送風機㈱ 1,000百万円

その他4社 1,741百万円

連結会社計 34,300百万円

エコ・パワー㈱ 11,001百万円

Ebara America Corp. 10,670百万円

Elliott Company  4,386百万円

㈱荏原エリオット 4,000百万円

Ebara International Corp.  1,158百万円

Ebara Pumps Europe S.p.A 1,063百万円

その他6社  2,324百万円

連結会社計 34,606百万円

　 非連結会社 非連結会社

　 ㈱大岩マシナリー 3,713百万円

㈱イースクエア 2,668百万円

波崎ウインドファーム㈱ 1,270百万円

その他15社 3,637百万円

非連結会社計 11,288百万円

㈱大岩マシナリー 3,097百万円

㈱イースクエア    2,370百万円

Ebara Boshan Pumps Co.,Ltd.

　 1,309百万円

波崎ウインドファーム㈱ 1,270百万円

Ebara Machinery (China) Co.,Ltd.

　 1,153百万円

その他10社    2,122百万円

非連結会社計 11,322百万円

(3）取引先の銀行借

入等に対する保

証

㈱トーメンパワー寒川 173百万円 ㈱トーメンパワー寒川   149百万円

(4）手形債権流動化

に伴う買戻し義

務額

          5,656百万円 ―――――

※５　期末日満期手形 期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形 664百万円

支払手形 2,244百万円

設備用支払手形 69百万円

―――――
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　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

  ６　当座貸越契約およ

びコミットメント

ライン

　

　

当社においては、代替流動性の充実を目的に

当座貸越契約及び貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりです。 

種別    

当座貸越極度額     13,900百万円

コミットメントライン     36,600百万円

借入実行残高 ―百万円

     差引額     50,500百万円

当社においては、代替流動性の充実を目的に

当座貸越契約及び貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりです。 

種別    

当座貸越極度額    13,900百万円

コミットメントライン   36,600百万円

借入実行残高 　―百万円

     差引額   50,500百万円

（損益計算書関係）

　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※１　関係会社との営業取引 　 　

(1）売上高             67,922百万円                   63,613百万円

(2）当期製品製造原価の

うち関係会社からの

原材料仕入高及び工

事費等の額

            81,095百万円                   77,423百万円

※２　関係会社との営業外取

引

　 　

受取利息       557百万円    670百万円

受取配当金           6,226百万円            6,473百万円

※３　研究開発費の総額           6,598百万円                6,261百万円

※４(1）固定資産売却益の内

訳

　 　

建物・構築物

機械・装置

車両・運搬具

工具・器具・備品

土地

土地売却費用引当

金繰入

計

   0百万円

  0百万円

 ―百万円

  0百万円

  1百万円

 ―百万円

 

     2百万円

    2百万円

   0百万円

   0百万円

   0百万円

   75,850百万円

   △5,574百万円

   

     70,278百万円

(2）固定資産売却損の内

訳

　 　

建物・構築物

機械・装置

車輌・運搬具

工具・器具・備品

土地

建設仮勘定

計

  11百万円

    46百万円

   ―百万円

  2百万円

  16百万円

  ―百万円

    77百万円

    2百万円

      5百万円

   　0百万円

   2百万円

   27百万円

    2百万円

      40百万円
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　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

(3）固定資産廃却損の内

訳

　 　

建物・構築物

機械・装置

車輌・運搬具

工具・器具・備品

建設仮勘定

ソフトウェア

長期前払費用

計

     30百万円

      85百万円

  0百万円

     18百万円

     33百万円

     1百万円

―百万円

170百万円

       159百万円

        496百万円

   0百万円

       124百万円

       384百万円

       326百万円

　260百万円

1,752百万円

※５　関係会社株式売却益 ITエンジニアリング㈱ 115百万円 ―――――

※６　投資有価証券等売却益 ――――― 投資有価証券等売却益のうち、関係会社等

に係るものは以下のとおりです。

㈱マツボー 1,867百万円

※７　関係会社等整理損 ㈱イービーム 1,810百万円

㈱イーユーピー  1,292百万円

荏原開立環境工程股?有

限公司  

    276百万円

荏原汎用送風機㈱     220百万円

合計 3,600百万円

Elliott Energy Systems,

Inc.

1,420百万円

㈱荏原環境インターナ

ショナル

   1,102百万円

東京ペットボトルリサイ

クル㈱

   545百万円

㈱環境調査技術研究所     544百万円

㈱岡村商店    398百万円

㈱循環社会ビジネス研究

所 

   180百万円

日本環境コンサルタント

㈱

    20百万円

荏原環境工程（北京)有限

公司

   19百万円

㈱荏原エコミスト     15百万円

ピーイーアジア㈱        9百万円

合計 4,255百万円

※８　投資有価証券等評価損

のうち、関係会社にか

かる評価損

――――― 荏原環境エンジニアリン

グ㈱

3,692百万円

㈱荏原由倉ハイドロテッ

ク

2,785百万円

㈱荏原シンワ 317百万円

東京ペットボトルリサイ

クリング㈱

71百万円

Ebara Hai Duong 

Company Ltd.

52百万円

Ebara Environmental 

Engineering (Malaysia)

Sdn. Bhd.

41百万円

荏原フライデラーウイン

ドパワー㈱

30百万円

合計 6,990百万円

 

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

 99/117



　 前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

※９　貸倒引当金繰入のうち、

関係会社にかかる繰入

――――― Ebara Environmental 

Engineering (Malaysia)

Sdn. Bhd.

1,137百万円

※10　特定プロジェクト中止

損失の内訳

――――― 貸倒引当金繰入 7,635百万円　

たな卸資産評価損 1,042百万円　

※11　特別退職金 ―――――　 早期退職特別優遇制度の実施に伴う特別

退職加算金です。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注１、２） 110,650 89,084 9,543 190,191

合計 110,650 89,084 9,543 190,191

 　（注）　１　普通株式の自己株式の株式数の増加89,084株は、単元未満株式の買取による増加です。

 　　　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少9,543株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。

当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注１、２） 190,191 93,192 16,133 267,250

合計 190,191 93,192 16,133 267,250

 　（注）　１　普通株式の自己株式の株式数の増加93,192株は、単元未満株式の買取による増加です。

 　　　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少16,133株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。
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（リース取引関係）

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械・装置 7,890 2,728 5,162

車輌・運搬具 9 6 2

工具・器具・
備品

1,645 888 757

合計 9,545 3,623 5,921

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械・装置 7,482 3,703 3,779

車輌・運搬具 6 5 1

工具・器具・
備品

1,480 922 557

合計 8,969 4,631 4,338

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    1,598百万円

１年超 4,508百万円

合計 6,106百万円

１年内    1,901百万円

１年超      1,911百万円

合計      3,813百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,796百万円

減価償却費相当額 1,610百万円

支払利息相当額 154百万円

支払リース料      1,668百万円

減価償却費相当額      1,505百万円

支払利息相当額    116百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料

１年内 9百万円

１年超 7百万円

合計 16百万円

１年内  12百万円

１年超  17百万円

合計   30百万円

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３

月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

棚卸資産評価損 1,949百万円

賞与引当金 889百万円

赤字工事進行基準による売上損

失

556百万円

販売用不動産評価損 970百万円

完成工事保証等引当金繰入損 920百万円

退職給付引当金 5,661百万円

関係会社株式評価損 3,680百万円

投資評価引当金繰入損 4,800百万円

投資有価証券等評価損 237百万円

その他有価証券評価差額金 241百万円

税務上の繰越欠損金 12,465百万円

関係会社整理損 3,215百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 1,738百万円

未払金 830百万円

研究開発費 468百万円

その他 2,601百万円

繰延税金資産小計 41,228百万円

評価性引当額 △9,510百万円

繰延税金資産合計 31,718百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 4,690百万円

その他 59百万円

繰延税金負債合計 4,749百万円

繰延税金資産の純額 26,968百万円

繰延税金資産  

棚卸資産評価損    4,877百万円

賞与引当金    958百万円

赤字工事進行基準による売上損

失

   2,272百万円

販売用不動産評価損    970百万円

完成工事保証等引当金繰入損    7,730百万円

退職給付引当金 6,235百万円

関係会社株式評価損     7,150百万円

投資有価証券等評価損    572百万円

その他有価証券評価差額金    670百万円

税務上の繰越欠損金       698百万円

関係会社整理損      1,772百万円

貸倒引当金繰入限度超過額      4,198百万円

未払金    735百万円

固定資産廃却損    832百万円

土地売却費用引当    1,133百万円

その他      1,183百万円

繰延税金資産小計   41,992百万円

評価性引当額 　△24,934百万円

繰延税金資産合計     17,058百万円

繰延税金負債  

圧縮特別勘定積立金      4,858百万円

その他有価証券評価差額金      2,559百万円

その他   521百万円

繰延税金負債合計      7,940百万円

繰延税金資産の純額    9,118百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

15.3％

住民税等均等割等 1.1％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目

△38.9％

回収が懸念されるため計上しな

かった繰延税金資産

9.7％

その他 9.2％

税効果適用後の法人税等負担率 36.9％

　

法定実効税率 　40.5％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

　　0.5％

住民税等均等割等    0.2％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目

　　　△10.3％

回収が懸念されるため計上しな

かった繰延税金資産

    75.1％

その他    3.7％

税効果適用後の法人税等負担率 　　109.7％
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（企業結合等関係）

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

連結財務諸表に注記しているため、記載を省略しています。

当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

1株当たり純資産額 349.97円

1株当たり当期純利益 8.34円

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益
8.07円

1株当たり純資産額       328.80円

1株当たり当期純損失     4.71円

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益
   ―円

　 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当た

り当期純損失が計上されているため、記載していません。

1株当たり当期純利益の算定上の基礎となる事項 1株当たり当期純利益の算定上の基礎となる事項

(1）損益計算書上の当期純利益 3,525百万円 (1）損益計算書上の当期純損失   1,988百万円

(2）普通株式に係る当期純利益 3,525百万円 (2）普通株式に係る当期純損失  1,988百万円

(3）普通株式の期中平均株式数 422,576,307株 (3）普通株式の期中平均株式数  422,482,050株

(4）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

当期純利益調整額    122百万円

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (122百万円)

(うち利払事務手数料(税額相当額控

除後))

 (―百万円)

(4）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳

―――――

(5）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

普通株式増加数                    29,729,784株

(うち新株予約権付社債)　　       (29,729,784株)

(5）潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳

―――――

(6）希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

(6）希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

――――― 2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

28,860,028株

2013年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

28,860,028株

これらの詳細については、第4　提出会社の状況、1　株式等

の状況、(2)　新株予約権等の状況に記載の通りです。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

―――――  当社では、エンジニアリング事業を取り巻く事業環境が国

内公共投資の減少により厳しい状況が続いているため、同

事業の事業基盤の再構築を重要課題として市場規模に見合

うスリムな体制作りを進めています。この一環として、なお

一層の固定費削減を図るため早期退職特別優遇制度を実施

しました。

 同制度の実施に係る特別退職金として1,200百万円を見積

計上しましたが、募集期限である平成20年６月13日までの

応募者数が見込みを下回った結果、特別加算金の確定額は

382百万円となりました。これに伴い、翌期に見積額と確定

額との差額817百万円の戻入が発生します。

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

国際石油開発帝石ホールディングス㈱ 2,865 3,180

興和㈱ 1,000,000 3,067

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 3,135,000 2,696

㈱みずほフィナンシャルグループ 6,658 2,430

Ballard Power Systems Inc. 3,260,293 1,339

北越製紙㈱ 2,584,000 1,162

キヤノン㈱ 244,500 1,122

㈱みずほフィナンシャルグループ（優先株

式）
1,000 1,000

日本空港ビルディング㈱ 290,000 633

㈱三井住友フィナンシャルグループ 565 370

  その他(96銘柄) 11,161,762 3,459

計 21,686,643 20,458

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有

価証券
譲渡性預金 　17,800百万円 17,800

投資有価証

券

その他有

価証券
投資事業有限責任組合出資金 　3口 144

計 　― 17,944
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 55,430 890 1,889 54,430 36,993 1,396 17,437

構築物 8,558 64 673 7,949 6,084 264 1,865

機械・装置 46,761 3,936 4,584 46,114 33,226 4,206 12,887

車両・運搬具 437 12 28 421 391 11 29

工具・器具・備品 29,317 1,063 2,428 27,953 25,218 1,345 2,734

土地 17,084 ― 217 16,866 ― ― 16,866

建設仮勘定 2,770 13,546 7,554 8,762 ― ― 8,762

有形固定資産計 160,360 19,514 17,377 162,497 101,914 7,225 60,583

無形固定資産        

特許権 6,190 689 10 6,869 2,781 828 4,087

ソフトウェア 12,425 771 2,001 11,195 9,169 1,020 2,025

電話加入権 136 ― ― 136 ― ― 136

施設利用権 110 ― ― 110 105 1 5

無形固定資産計 18,862 1,460 2,012 18,311 12,056 1,851 6,254

長期前払費用 3,155 125 603 2,678 2,429 154 248

　（注）１　機械・装置の増加額

　風水力事業　　　　　　　　　    507百万円

　エンジニアリング事業            136百万円

　精密・電子事業                3,292百万円

　（注）２　機械・装置の減少額

　風水力事業　　　　　　　　　  2,616百万円

　エンジニアリング事業          1,845百万円

　精密・電子事業                  122百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 4,334 9,791 2,846 283 10,996

賞与引当金 2,197 2,366 2,197 ― 2,366

役員退職慰労引当金 351 71 177 ― 245

完成工事保証損失引当金 1,822 1,489 1,018 ― 2,292

工事損失引当金 600 16,383 184 ― 16,800

投資評価引当金 11,854 ― 10,646 1,067 141

債務保証損失引当金 71 ― ― 61 10

独禁法違反に係る損失引当金 920 298 256 ― 962

訴訟損失引当金 ― 200 ― ― 200

土地売却費用引当金 ― 5,574 ― ― 5,574

　（注）１　貸倒引当金の当期減少額の「その他」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額280百万円及び回収に伴

う戻入額2百万円です。

　（注）２　投資評価引当金及び債務保証損失引当金の当期減少額その他は、投資先、債務保証先の会社の業績が回復した
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ために発生したものです。

（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末現在（平成20年３月31日）の主な資産及び負債の内容を示せば次のとおりです。

ａ　資産の部

１　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 13

預金の種類  

当座預金 10

普通預金 37,714

定期預金 2,200

預金計 39,925

合計 39,938

２　受取手形

相手先 金額（百万円）

㈱荏原フィールドテック 2,489

ユアサ商事㈱ 1,507

荏原機電㈱ 1,010

荏原商事㈱ 884

㈱大岩マシナリー 769

その他 8,242

計 14,904

受取手形の期日別内訳

期日別
平成20年
４月

 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 計

金額

（百万円）
3,159 2,889 4,499 2,561 749 1,026 18 14,904

３　売掛金

相手先 金額（百万円）

フラッシュアライアンス㈲ 10,792

荏原テクノサーブ㈱ 4,854

CTEP FREE ZONE COMPANY 3,315

福島市 3,289

荏原エンジニアリングサービス㈱ 3,210

その他 72,637

計 98,100

売掛金回収及び滞留状況
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期首残高(A)
（百万円）

当期発生額(B)
（百万円）

当期回収額(C)
（百万円）

期末残高(D)
（百万円）

回収率
（％）

(C)
─────
(A) ＋ (B)

滞留期間(D)÷
（カ月）

(B)
──
12

115,286 254,611 271,798 98,100 73.5　　％ 4.6   カ月

　（注）1.　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。

４　販売用不動産・製品・材料・貯蔵品・仕掛品

(イ）販売用不動産

区分 金額（百万円）

土地

地域別 面積（㎡）  

関東地区 1,002 37

中部地区 462 49

関西地区 886 230

中国地区 1,411 206

九州地区 808 90

計 4,569 614

(ロ）製品

区分 金額（百万円）

汎用ポンプ 532

その他 2

計 534

(ハ）材料

区分 金額（百万円）

鋳鉄鋼材 756

外注部品 4,301

自製部品 1,636

原動機 409

その他 4,119

計 11,223

(ニ）仕掛品

区分 金額（百万円）

風水力機械 5,622

汎用風水力機械 1,723

冷熱機械 201

水処理プラント 215

環境プラント 396

風水力プラント 1,023

CMP装置 3,974

コンポーネント 1,692

その他 1,708
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区分 金額（百万円）

計 16,558

(ホ）貯蔵品

区分 金額（百万円）

消耗品 11

その他 29

計 40

５　関係会社株式

銘柄 株式数（株） 金額（百万円）

Elliott Ebara Company Ltd. 555 30,981

Ebara America Corp. 9,785 7,495

荏原バラード㈱ 408 4,170

Ebara Pumps Europe S.p.A. 80,000,000 3,826

荏原機電㈱ 286,848 2,842

その他 47,901,215 18,717

計 128,198,811 68,031

６　投資有価証券

　附属明細表　有価証券明細表に記載しています。

ｂ　負債の部

１　支払手形

相手先 金額（百万円）

飛島建設㈱ 431

戸田建設㈱ 417

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 372

日本精密電子㈱ 367

㈱熊谷鉄工所 335

その他 6,597

計 8,521

支払手形期日別内訳

期日別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額

（百万円）
1,491 2,216 1,849 2,523 440 8,521

２　買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱荏原九州 3,502

荏原エンジニアリングサービス㈱ 3,031

㈱荏原環境インターナショナル 2,791
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相手先 金額（百万円）

㈱吉和田 2,482

荏原ハマダ送風機㈱ 1,947

その他 50,749

計 64,505

３　短期借入金

借入先 金額（百万円） 最終返済期日

㈱みずほコーポレート銀行 12,481 平成20年７月31日

㈱三菱東京UFJ銀行 7,471 平成20年７月31日

㈱三井住友銀行 4,350 平成20年９月30日

㈱りそな銀行 3,850 平成20年８月29日

㈱住友信託銀行 3,170 平成20年12月30日

その他 16,313 ―

計 47,637 ―

４　長期借入金

借入先 金額（百万円） 最終返済期日

シンジケートローン　※１

（主幹事：㈱みずほコーポレート

銀行）

7,550 平成21年９月14日

シンジケートローン　※２

（主幹事：㈱三菱東京UFJ銀行）
7,500 平成22年８月31日

シンジケートローン　※３

（主幹事：㈱三菱東京UFJ銀行）
7,500 平成24年８月31日

日本政策投資銀行 5,745 平成26年５月20日

計 28,295 ―

　（注）※１　シンジケートローンの構成は11社です。

※２　シンジケートローンの構成は17社です。

※３　シンジケートローンの構成は11社です。

５　社債・新株予約権付社債

　連結附属明細表　社債明細表に記載しています。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及

び100株未満表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店

日本証券代行株式会社本店、全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき280円

株券喪失登録に伴う手数料 　

 喪失登録 １件につき9,030円

 喪失登録株券 １枚につき525円

単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店

日本証券代行株式会社本店、全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま

す。

http://www.ebara.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる

　　　　権利、取得請求権付株式の取得を請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予

　　　　約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡しを請求する権利以外の権利を有していません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 臨時報告書

（企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第９号（代表取締役

の異動）に基づくものです）

　 平成19年４月３日

関東財務局長に提出。

(2) 訂正発行登録書 　 　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第142期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年６月28日

関東財務局長に提出。

(4) 訂正発行登録書 　 　 平成19年６月28日

関東財務局長に提出。

(5) 有価証券報告書の訂正報告書

（平成16年６月29日提出の有価証券

報告書に係る訂正報告書です）

　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(6) 有価証券報告書の訂正報告書

（平成17年６月29日提出の有価証券

報告書に係る訂正報告書です）

　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(7) 有価証券報告書の訂正報告書

（平成18年６月29日提出の有価証券

報告書に係る訂正報告書です）

　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(8) 訂正発行登録書 　 　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(9) 有価証券報告書の訂正報告書

（平成19年６月28日提出の有価証券

報告書に係る訂正報告書です）

　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(10) 訂正発行登録書 　 　 平成19年９月26日

関東財務局長に提出。

(11) 半期報告書 (第143期中) 自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(12) 訂正発行登録書 　 　 平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(13) 臨時報告書

（企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第12号及び第19号

（重要な固定資産の譲渡）に基づく

ものです）

　 平成19年12月25日

関東財務局長に提出。

(14) 訂正発行登録書 　 　 平成19年12月25日

関東財務局長に提出。

(15) 臨時報告書

（企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第９号（代表取締役

の異動）に基づくものです）

　 平成20年３月18日

関東財務局長に提出。

(16) 訂正発行登録書 　 　 平成20年３月18日

関東財務局長に提出。
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(17) 臨時報告書

（企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第９号の２（公認会

計士等の異動）に基づくものです）

　 平成20年４月21日

関東財務局長に提出。

(18) 訂正発行登録書 　 　 平成20年４月21日

関東財務局長に提出。

(19) 臨時報告書の訂正報告書

（平成19年12月25日提出の臨時報告

書に係る訂正報告書です）

　 平成20年４月21日

関東財務局長に提出。

(20) 訂正発行登録書 　 　 平成20年４月21日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

113/117



独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月28日

株式会社荏原製作所 　 　

取締役会　御中 　 　

　 聖橋監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 佐　藤　尚　義　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 橋　本　二　郎　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 永　田　    敬　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

荏原製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社荏原製作所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報　

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は風力発電事業の売上高の計上基準を変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

114/117



独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月27日

株式会社荏原製作所 　 　

取締役会　御中 　 　

　 聖橋監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 橋　本　二　郎　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 松　田　信　彦　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 永　田　    敬　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社荏原製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社荏原製作所及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　（１）会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、棚卸資産の評価に関する会計基準（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日）を早期適用している。

　（２）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は早期退職特別優遇制度の実施に係る特別退職金が見込みを下

回って確定したことに伴い、翌期に見積額と確定額との差額を戻入れる。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月28日

株式会社荏原製作所 　 　

取締役会　御中 　 　

　 聖橋監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 佐　藤　尚　義　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 橋　本　二　郎　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 永　田    　敬　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

荏原製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第142期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社荏

原製作所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月27日

株式会社荏原製作所 　 　

取締役会　御中 　 　

　 聖橋監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 橋　本　二　郎　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 松　田　信　彦　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 永　田    　敬　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社荏原製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第143期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社荏

原製作所の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

　（１）会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、棚卸資産の評価に関する会計基準（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）を早期適用している。

　（２）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は早期退職特別優遇制度の実施に係る特別退職金が見込みを下

回って確定したことに伴い、翌期に見積額と確定額との差額を戻入れる。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社荏原製作所(E01542)

有価証券報告書

117/117


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

